
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法務・検察行政刷新会議（第８回） 

議事録 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 日 時  令和２年１２月１０日（木）   自 午後 １時００分 

                        至 午後 ３時５１分 

 

第２ 場 所  最高検察庁大会議室（２０階） 

 

第３ 議 題  １ 報告書（案）についての議論 

        ２ その他 

 

第４ 議 事  （次のとおり） 

 



-1- 

議        事 

 

○保坂事務局 それでは，時間でございますので，ただいまから法務・検察行政刷新会議の第

８回会議を開催いたします。 

  座長，お願いいたします。 

○鎌田座長 本日は皆様大変お忙しい中御出席賜りまして，誠にありがとうございます。 

  まず，委員等の出席状況について確認します。本日は，小林オブサーバーにおかれまして

は所用のため御欠席であります。また，山本隆司委員，徐オブサーバーにおかれましては，

少々遅れて参加される予定であると伺っております。また，金指委員におかれましては，所

用のため午後１時５０分頃に御退席の予定と伺っております。よろしくお願いいたします。 

  それでは，議事に移らせていただきます。 

  本日は，議事の１つ目として報告書（案）についての議論を行います。 

  まず，本日私からお示しいたしました報告書（案），資料１にとじ込んでございますが，

この報告書（案）について説明いたします。 

  この報告書（案）は，本会議としての取りまとめに向けて，前回お示ししたたたき台の２

項から４項までの部分に，前回の会議で皆様から示された御意見を加筆するとともに，１項

と５項を記載して作成したものであります。 

  １項目におきましては，森前大臣に対して私が行いました座長報告と同様に，本会議の開

催経緯を記載するとともに，前会議でもお伝えいたしましたが，スピード感を持って意見集

約を図る必要がある一方で，なるべく幅広い意見を本会議の報告書に盛り込み，今後の法

務・検察における検討の素材として提供するという観点から，意見の対立がある事項につい

ても主な御意見を項目別に整理して掲げるといった，この報告書（案）の作成方針を記載し

ています。 

  また，５項におきましては，２項から４項に記載した３つの検討の柱についての議論の結

果を踏まえ，本会議として委嘱者である法務大臣に望むことを記載しております。 

  前回までの会議で，３つの検討の柱について一とおりの御意見は出尽くしたのではないか

と思っております。それに加えて，本日に向けて委員の皆様からは，様々な形での修文意見

等をお出しいただいたところです。この点についてもお礼を申し上げます。 

  そこで，本日の会議では，この報告書（案）に基づいて，本会議としての取りまとめに向

けて議論を進めたいと考えております。 

  それでは，議論に入りたいと思います。 

  ただ，その前提といたしまして，当局から追加の説明を聴取したいと思っています。前回

の会議後，カルロス・ゴーン被告の事件に関連して，国連の恣意的拘禁作業部会からの意見

書が公表されました。 

  この意見書は，本会議で議論してきた３つ目の検討の柱，つまり我が国の刑事手続につき

国際的な理解が得られるようにするための方策に関連するものとの御意見がありますし，篠

塚委員からも，本日の会議に向けて，この意見書と，東京地裁で第一審判決が下された国賠

訴訟事案についての説明をされたいという御要望を頂いているところであります。 

  そこで，第１に，国連の恣意的拘禁作業部会の意見書，第２に東京地裁の国賠訴訟事案に

つき，それぞれ当局から説明を受け，それを踏まえて質疑応答を行うこととしたいと思いま
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す。 

  まず，国際課から説明をお願いいたします。 

○杉原大臣官房国際課付 法務省大臣官房国際課の杉原でございます。 

  カルロス・ゴーン氏の身柄拘束に関する恣意的拘禁作業部会の意見書について御説明いた

します。 

  まず，恣意的拘禁作業部会について簡単に御説明いたします。 

  この恣意的拘禁作業部会は，国連人権理事会の前身である人権委員会の決議に基づいて設

置されたものであり，恣意的拘禁とされる事案に関する調査を任務とする独立の専門家グル

ープです。個別事案について恣意的拘禁に該当するかどうかを審議し，該当すると認めた場

合には意見書を採択して公表することとされています。 

  恣意的拘禁作業部会は独立した専門家グループであり，その意見は国連としての意見，あ

るいは国連の機関である人権理事会としての意見ではなく，また法的拘束力を有するもので

もありません。 

  続きまして，今回の意見書に関する経緯等についてです。 

  昨年１０月，我が国は恣意的拘禁作業部会から，ゴーン氏の拘禁について，２か月以内に

情報提供するよう要請を受けました。これを受けて，我が国は，昨年１２月に恣意的拘禁作

業部会に情報提供を行いました。我が国と恣意的拘禁作業部会とのやり取りにつきましては

非公開ですので，明らかにできないことは御理解いただけますと幸いでございます。ただ，

我が国からの情報提供内容について意見書に記載されておりますので，その範囲で申し上げ

ます。 

  我が国からは，本件は公判が予定されている事件であり，事件の内容に関わる情報提供は

行うことができない旨を説明した上で，我が国は人権諸条約を誠実に履行しており，我が国

の刑事手続に関する制度や運用は個人の基本的事件を保障しつつ，事案の真相を明らかにす

るために適正な手続が定められている旨を説明いたしました。 

  併せて，逮捕・勾留の要件やその手続，勾留に対する準抗告や勾留取消し等を含む我が国

の刑事司法制度について正しい理解を得るために必要な情報提供を行いました。 

  しかし，恣意的拘禁作業部会は，本年８月の会期において本件を審議し，本年１１月，

「我が国においてゴーン氏にとられた措置が恣意的拘禁に該当する」旨の意見書を公表いた

しました。 

  お手元の資料２が，その意見書であります。 

  意見書は大きく５部構成となっており，まず１つ目として，１ページの序文に続いて，２

ページから８ページまでが恣意的拘禁作業部会に提供された情報，そして８ページから１５

ページまで，これが恣意的拘禁作業部会における審議の内容となっております。そして１５

ページ以下に結論のほか，我が国に要請するフォローアップの内容が記載されております。 

  我が国といたしましては，刑事司法制度に関する必要な説明を行いつつ，法律の制約上，

本件の捜査・公判に関する情報を提供できない旨を説明していましたが，恣意的拘禁作業部

会は，意見書９ページの５３パラにありますとおり，「政府は，国内法を理由として，当局

の行為に関する詳細な説明を拒否することはできない。反論するのであれば，国が挙証責任

を負う。」などとした上で，ゴーン氏側からの一方的な情報に基づいた判断がなされました。 

  意見書の結論は，先に触れたとおり，ゴーン氏に対してとられた措置が恣意的拘禁に該当
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するというものでした。その理由については，縷々述べられておりますけれども，時間の都

合もあり，かいつまんで御説明いたします。 

  まず，１０ページの６０パラから１１ページの６３パラにおきまして，ゴーン氏が４回の

逮捕・勾留に際し，それぞれ２２日間，１０日間，１９日間，２１日間にわたり裁判官の前

に連れて行かれることなく拘禁された旨が述べられています。また，１１ページの６４パラ，

６５パラにおきまして，ゴーン氏が拘禁中，裁判所に対してその拘禁を争うことができなか

った旨や，拘禁について裁判所に不服を申し入れる機会を与えることが遅延された旨が述べ

られています。その上で，１２ページのパラ６９におきまして，ゴーン氏の拘禁については

法的根拠を欠く旨が述べられています。 

  また，１２ページのパラ７０以下におきまして，検察が２３日間の拘禁の期間制限を免れ

るために不公正な方法を用いてゴーン氏を拘禁したこと，ゴーン氏が人質司法の下で拘禁さ

れたこと，ゴーン氏は同時通訳のみが付される中で日本語の文書に署名したこと，ゴーン氏

は弁護士不在の中で連日取調べを受けたこと等に言及がなされています。その上で，１４ペ

ージのパラ８２において，ゴーン氏の拘禁は公正な裁判を受ける権利を侵害するものである

旨が述べられています。 

  これらのうち，ゴーン氏が１０日間ないし２２日間にわたり裁判官の面前に連れて行かれ

ることなく拘禁されたとする点や，ゴーン氏の拘禁について裁判所に不服を申し立てる機会

を与えることを遅延したとする点など，数多くの明らかな事実誤認がありました。 

  以上を踏まえ，本年１１月２１日，我が国政府として恣意的拘禁作業部会に異議を申し立

てるとともに，同月２３日，外務省において日本語と英語で報道発表を行いました。資料３

がその報道発表文書であり，いずれも外務省のホームページにその内容が掲載されておりま

す。報道発表においては，本意見書について，４，５に記載のあるとおり，「明らかな事実

誤認があり，到底受け入れられない。」，「作業部会においてゴーン被告人について採択さ

れた意見を完全に拒絶する。」としております。 

  また，本意見書については，法務大臣が１１月２４日の記者会見で言及しております。資

料４は会見録の抜粋であり，「我が国の刑事司法制度を理解せず，ゴーン被告人側の一方的

な主張のみに依拠した，明らかな事実誤認に基づく意見書が公表されたことは極めて遺憾で

あり，到底受け入れることはできません。今後も可能な範囲で同作業部会に情報提供を行い，

事実誤認を正していくところでございます。」などと指摘しております。 

  今後の対応につきましては，恣意的拘禁作業部会に対してどのように主張し，情報を提供

していくかも含め，現在，政府として精査・検討中であり，速やかに対処してまいりたいと

考えております。 

  なお，御参考まで，本件審査当時における恣意的拘禁作業部会の構成員の一覧を資料５と

して御用意いたしました。委員のお求めに基づき，取り急ぎ公開情報を集めて作成したもの

であり，一部不正確な点等あるかもしれませんが，その点，御理解，御留意を頂ければと存

じます。 

  私からの御説明は以上です。ありがとうございました。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  それでは，引き続き刑事局関連の御説明をお願いします。 

○大塚大臣官房参事官（刑事担当） 法務省刑事局担当の参事官をしています大塚と申します。 
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  篠塚委員の発言補助資料の項目１に関しまして，御説明をさせていただきます。 

  篠塚委員の発言補助資料の項目１で，今年の１１月１３日，東京地方裁判所で判決が言い

渡された国家賠償請求事案につきまして，法務省の見解を求めたい旨の御要望がなされてお

りますので，本件について御説明をいたします。 

  まず，事案の概要ですが，本件は，弁護士である原告が，ある被疑者に係る刑事事件に関

し，同人の妻から依頼を受けて弁護人となろうとするものとして，検察庁で身柄拘束を受け

ていない任意取調中の被疑者との面会を求めたところ，対応した検察官が原告の来訪をその

被疑者に伝えず，原告と被疑者との面会を実現するための措置を取らなかったことが，原告

の接見交通権を侵害したもので違法であるなどとして国家賠償を請求したという事案であり

ます。 

  本件の争点は，主に，対応した検察官は，弁護人選任権者からの依頼の有無を確認するた

め，どのような行動を行うべきであったかという点にありました。 

  原告は，検察官は被疑者に直接依頼の有無を確認するか，原告から伝えられた電話番号に

電話を掛けるべきであったのに，それらのいずれの措置も取らなかったと主張しました。 

  これに対し，被告である国は，本件では，検察官は被疑者が多額の現金を保管していた目

的や事件の背後関係が明らかになっていなかったところ，被疑者に対する不当な働き掛けの

可能性が具体的に想定される事態が生じていたから，原告の主張するように，被疑者に直接

依頼の有無や原告から伝えられた電話番号を確認した場合，いたずらに被疑者を畏怖又は萎

縮させるなどすることになりかねず，適切ではない，また，原告から伝えられた電話番号に

電話を掛けても，なりすましなどの場合にそれを識別することは困難であって，やはり適切

ではない，そこで，検察官は，原告から伝えられた電話番号について，捜査機関において把

握していた関係先の電話番号と照合したほか，検察事務官らに対して原告が伝えた電話番号

を承知しているか確認をしたり，押収した携帯電話のアドレス帳データを確認しようとする

などして，依頼の有無を確認するため必要な作業を行ったが，結果として，取調べを終える

までに確認には至らなかった旨を主張いたしました。 

  以上の双方の主張を踏まえた裁判所の判断は，判決において，本件においては，対応した

検察官は原告から電話番号を伝えられた時点で，その電話番号を被疑者に確認し，その結果

を前提として原告の来訪を被疑者に伝えるべきであったのに，それをしなかった，本件の事

情の下では，被疑者への確認が直接かつ簡便な方法であり，対応した検察官の立場に照らし

ても，他の合理的な方法は想定し難いのであって，主張は当たらないと判断され，損害額と

して１０万円の支払を命じるというものになりました。 

  この判決に対しましては，国は，令和２年１１月２６日に控訴しております。 

  したがいまして，本件は引き続き係属中の事案ということになりますので，この場で法務

省としてコメントすることは差し控えさせていただきたく，御理解賜りますようお願いいた

します。 

  なお，御参考までに，ゴーン氏の件に関しまして，委員からの求めに基づき事実経過を記

載したものを資料６という形で提出させていただいておりますので，よろしくお願いいたし

ます。 

  私からの説明は以上でございます。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 



-5- 

  それでは，ただいまの説明に対して，まとめて質疑応答を行いたいと思います。 

  御発言される委員等の方は，ウェブで参加されている委員等に発言者が分かるように，お

名前をおっしゃってから御発言くださいますようお願いいたします。 

  それでは，挙手をお願いいたします。 

  篠塚委員，どうぞ。 

○篠塚委員 資料５，委員の構成について提出いただきましてありがとうございます。 

  ただ，このソンピルさんについては，この意見書の１ページ目の一番下に議論に加わって

いないと記載されていますので，それは確認しておいた方が。そういうことでよろしいです

よね。 

○鎌田座長 当局から，どうぞ。 

○杉原大臣官房国際課付 今，委員御指摘のとおりでありまして，意見書の１ページに，本件

の審議に，その構成員については参加していなかったという旨の記載があるということは承

知をしております。その上で，お配りした資料につきましては，本件審査当時の５名で構成

される作業部会，この５名について記載したというものでございます。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  ほかにはいかがでしょうか。 

  それでは太田委員，お願いします。 

○太田委員 国連の部会報告についてですが，たしか記憶では，このような明らかな事実誤認

に基づく一方的な判断というのが示されたというのは，過去にも一度ならずあったように思

いますけれども，過去の状況についてどのように把握しておられるかというのが１点。 

  それから，この内容を見ても，明らかに刑事司法制度そのものとか運用に対する理解とい

うのが欠けた判断になっているように思われます。こういった点を考えてみても，改めて我

が国の刑事司法制度についての国際理解を得るための努力を更にやっていく必要があるよう

に思われますけれども，どういう取組がなされているのかという点について，可能でしたら

お答えを頂ければと思います。 

  それから，国賠の方については，これは質問ではないんですけれども，篠塚委員の資料に

もあるように，日弁連の資料を見ても，あるいは警察における経験からしても，特に近年で

は接見を巡る弁護人側とのトラブルというのは非常に減少傾向にあるのは明らかなように感

じています。そういった中で，接見についてこういう問題があったということですが，いず

れにしても本件はまだ係争中ということですので，これについての論評は避けるべきであろ

うと思います。ちょっと感想として加えさせていただきます。 

○鎌田座長 それでは，お尋ねのあった点について当局から御説明をお願いします。 

○杉原大臣官房国際課付 まず１点目の，これまでの恣意的拘禁作業部会による事実誤認の例

についてでございます。 

  事実誤認の前提として，事実を正確に把握しているということが前提になるところであり

ますけれども，当方としての限りがある中で，また網羅的に把握しているわけでもない中で，

幾つかの情報について御報告させていただければというふうに思っております。 

  まず，外国の例でございますけれども，例えば英国政府とスウェーデン政府の措置が恣意

的拘禁に該当すると認定したという事案がございます。この事案の詳細については割愛させ

ていただきたいと思いますが，スウェーデンの検察官が国際逮捕状の発付を求めて，この国
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際逮捕状によってある者が逮捕され，その後，身柄拘束され，その後に英国で自宅監禁され

たという事案のようでございます。その者については，イギリスにあるエクアドル大使館で

庇護を求めて，エクアドルに認められた後，その者はエクアドル大使館から外出できず，英

国警察の監視の対象になっていたというのが意見書の中の事案のようでございます。 

  この事案について，英国政府は対象者が拘禁されている被害者であるという主張について

完全に拒否する，そして恣意的拘禁作業部会の意見は事実と英国の法制度を無視しているな

どとコメントをしたと承知をしております。これが外国の例でございます。 

  また，我が国の例でございますけれども，２０１８年１２月に意見書を採択した例でござ

いますが，米軍普天間飛行場の辺野古施設に対する抗議活動に伴う行為が器物損壊等の罪に

当たるとされた活動家の案件についてであります。これについて，恣意的拘禁作業部会は，

この者に対する逮捕・勾留が恣意的拘禁に該当するとの意見書を採択したところでございま

す。 

  この事案については，我が国政府として，恣意的拘禁作業部会に対し，本件は恣意的拘禁

に該当しない旨の回答を行ったものと承知をしております。 

  以上が１点目についての御説明になります。 

  ２点目の，改めて今後の国際発信の在り方についてということでお尋ねを頂いたところで

ございます。 

  委員御指摘のとおり，我が国の刑事司法制度について正確な情報を提供して，国際社会の

正しい理解を得るということは重要であると認識しております。こうした観点から，これま

で法務省といたしましても，可能な限りの発信をしてきたというふうに考えております。例

えば，これまででありますけれども，これまでの本会議でも御説明いたしましたが，主とし

て外国プレス，あるいは外国の一般の方々を対象としたものとしてＱ＆Ａの公表ですとか，

法務大臣コメント，あるいは外国プレスへの寄稿やブリーフィングなどを行ってきたところ

でございます。 

  また，主として各国の司法関係者等を対象としたものとして，法務省パンフレットや犯罪

白書の英語版，また「ＣＲＩＭＩＮＡＬ ＪＵＳＴＩＣＥ ＩＮ ＪＡＰＡＮ」の公表や配

布，さらに各種国際会議等における説明などを行ってきたところであります。 

  今後，どのような発信をしていくべきかにつきましては，本会議の皆様からの御意見も踏

まえて，更に検討を進めてまいりたいと思っておりますけれども，例えば１つとして，情報

発信のコンテンツを充実化させるなどして，より腰の据わった発信を進めていく必要がある

のではないかというふうに考えているところでございます。 

  私からは以上です。 

○鎌田座長 篠塚委員。 

○篠塚委員 カントリービジットのことについてお伺いします。 

  パラグラフ５０では，作業部会は政府の多大な関与にも関わらず，いまだ日本へのカント

リービジットに招かれていないことを考慮するということを書かれます。それからパラの８

３で，２０１６年１１月３０日，作業部会はカントリービジットの機会を求めて日本代表部

と会合を持って検討するように求め，検討すると日本政府は言ったのだけれども実現してい

ないということですね。それから２０１８年２月２日にも，カントリービジットを求めたが

実現していないということですね。この点どうなっているかということですね。また，繰り
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返しこの作業部会の意見書で書かれているように，日本の側から必要な説明がされなかった。

それでゴーン氏側の情報源から出している情報で一応の事実が推定され，日本側の反論がな

いのでこういう認定をしましたという流れになっています。これは法律家としては，この刷

新会議でもそうなのですけれども，当然のことだと思うのです。要するに日本で調査をした

いという意向が向こうにあるにも関わらず，これをさせていないということなのかどうかと

いうことなのですけれども，その点，今後の予定も含めて教えていただければと思います。 

○鎌田座長 それでは，当局からお願いいたします。 

○杉原大臣官房国際課付 カントリービジット，国別訪問などとも訳されますが，これについ

てのお尋ねということでお答えしたいと思います。 

  まず前提といたしまして，国別訪問の要請について，政府としてこれを拒否したという事

実はございません。他方で，恣意的拘禁作業部会の日本への国別訪問については，これまで

実現されていないところではございますけれども，この恣意的拘禁作業部会も含めまして，

人権関係の作業部会等からの訪日要請，国別訪問の要請についてどのように対応するかにつ

きましては，外務省が窓口となりまして，外交日程や国会の会期，あるいは先方の訪問希望

先，さらに訪問に当たっての条件など，種々の要素を総合的に考慮して検討するとされてい

るものと承知をしております。 

  恣意的拘禁作業部会との国別訪問に関する調整についてでございますけれども，これは作

業部会との非公開でのやり取りでございまして，その国別訪問がこれまで実現していないと

いう理由についてはお答えを差し控えさせていただければというふうに思っております。御

理解いただければと存じます。 

○篠塚委員 理解はできないですけれども。 

○鎌田座長 後藤委員，どうぞ。 

○後藤委員 質問ではなく意見でもよろしいでしょうか。 

  まず，ただいまのお答えで，日本政府が拒否していないのに，なぜ２０１６年から言われ

ている訪問調査が実現していないのか非常に不思議な気がします。 

  この意見書には，確かに幾つか誤解があります。例えば，勾留前の裁判官による勾留質問

があったのを見落としているとか，弁護人が勾留に対して準抗告で争ったはずですけれども，

それも見落とされています。そのほか日本の制度の理解としても，いわゆる代用監獄と拘置

所を混同しているようなところもあります。それは残念だと思います。 

  しかし，これが誤解だといって切り捨てて済むのかといえば，私は決してそうは思いませ

ん。その第１の理由は，まず，この通報から意見書ができるまでの間の日本政府の対応が，

これらの誤解の大きな原因になっていると思われるからです。作業部会から情報提供，つま

り反論を求められた日本政府はこの意見書によれば，訴訟に関する書類を公判開廷前に公開

することを原則的に禁止する刑事訴訟法４７条を根拠にして，具体的な事実を指摘して答え

ずに，ただ条文がこうなっていますと答えただけのように見えます。そのために作業部会は

ほぼ通報者の主張どおりに事実を認定して，こういう結論になっているわけです。しかし，

勾留に先立って裁判官が勾留質問をしたとか，あるいは弁護人が勾留に対して準抗告をした

といったことは公然の事実であって，それを指摘できないという理由は私には理解ません。

それらを指摘しても何ら支障はないはずだし，刑事訴訟法に反することもないと思います。 

  一般的に言って，国際機関から人権侵害の疑いを指摘された場合に，法律の条文を示すだ
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けでは納得してもらえなくて，事実をもって答えなければいけないのだと思います。という

のは，こういう仕事をしている人たちは法律は立派にできていても，そのとおりに実行され

ない事例をたくさん見ているはずです。だから，事実を示して答えないこの間の日本政府の

対応は，非常にまずかったと思います。 

  そこで，質問としては，こういう姿勢を今後も法務省ないし外務省は取り続けるつもりな

のかどうかを確かめたいです。もしそうだとすれば，公表しても差し支えない事実まで回答

を拒む姿勢を改めるべきであるという趣旨を我々の報告書に盛り込むべきであると思います。 

  それからもう１つ，この意見書を誤解として切り捨てられない大きな理由があります。そ

れは，意見書が重要な部分で誤解ではなくて，確かに本質的な問題を明確に指摘しているか

らです。例えば起訴前保釈の制度がないこととか，取調べに弁護人を立ち会わせていないこ

とが国際自由権規約の趣旨に合わないと指摘している部分です。これは篠塚委員も紹介され

ているように，これまで国連の機関が繰り返し指摘してきた問題です。これらの指摘に真剣

に対応しなければ，日本の刑事司法が国際的な信頼を得ることは望めないと思います。この

私たちの報告書は，その対応の第一歩となるべきだと思います。 

  それから，この意見書は，使っている概念が国内の議論とは違うので議論がかみ合いにく

いところがあるのかもしれません。しかも誤解を含んでいるために趣旨が分かりにくくなっ

ています。しかし大きく見ると，日本では逮捕・勾留という未決拘禁が実態において取調べ

のための手段になってしまっている，それが自白を取る手段になっていると見られたことが

恣意的拘禁だと評価されるきっかけになっているのだと思います。これは真剣に受け止める

べきです。例えば起訴前保釈の制度がないとか，取調べに弁護人を立ち会わせていないとい

う，現実が，こういう評価を招いてしまっていることをしっかり見るべきだと思います。 

  以上，質問と意見です。 

○鎌田座長 それでは質問の部分について，答えられる範囲で当局からお願いいたします。 

○杉原大臣官房国際課付 御質問ありがとうございます。 

  繰り返しになりますけれども，本件におきましては，我が国として本件が公判の予定され

ている事件であり，法律の制約上，事件の内容に関わる情報提供は行うことができなかった

というところであります。その上で，恣意的拘禁作業部会にはそのことを説明しつつ，勾留

の手続や勾留に対する準抗告，勾留取消し等の手続等についての情報提供はしてきたところ

でございます。 

  今後，このような方針なのかというお尋ねでございますけれども，大きな枠組みとして，

法律上，可能な範囲で情報提供するということは，大きな方針としては変わらないんだろう

というふうには思っておりますけれども，ただ，今後いろいろなところからの要請に対して，

あるいはいろいろな場において情報提供するに当たって，それぞれの事案に応じてどこまで

の情報を提供できるのかというのは検討する必要があると考えております。 

○鎌田座長 これは，国際的な理解を深めるというか，あるいは正確に理解してもらえるよう

にするというのは非常に重要ですけれども，同時に国内に対しても，やはり国連から違法な

取調べを行っていて，損害賠償まで命じられたというのは非常に大きなショックを与えてい

るわけで，それが事実誤認に基づいていて正しい判断ではなかったとお考えならば，国内に

向けても，その点，詳細に説明しないといけないんじゃないかなということもございますの

で，国外のみならず，国内に対する広報の在り方も是非御検討いただければと思います。よ
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ろしくお願いします。 

  ほかに御質問。 

  篠塚委員，お願いします。 

○篠塚委員 篠塚です。 

  パラグラフの６６，それから６７，いずれも私のペーパーですと青字で書いているもので

すけれども，弁護人の立会いだとか，あるいは起訴前保釈という制度がないこと自体が問題

にされています。それが自由権規約委員会の一般意見だとか，ここに欄外に引用されていま

すように，恣意的拘禁の作業部会だけが考えているわけではなくて，自由権規約委員会の一

般意見，あるいは勧告等に基づいて，その上に議論が展開されているので，あるいは拷問禁

止委員会の定期報告だとか総括意見だとか，そういうものを土台にして恣意的拘禁の作業部

会の意見が構築されているので，拷問禁止委員会，あるいは自由権規約委員会に対して，起

訴前保釈制度がないこと，あるいは全ての取調べについて弁護人立会いがないことについて

合理的な説明ができないかぎり，こういう意見は繰り返されるのではないでしょうか。私は

今後も繰り返されると思いますので，その点どうお考えですかということです。 

○鎌田座長 では，当局からお願いします。 

○杉原大臣官房国際課付 まず，一般的な対応方法，対応の在り方でございますけれども，人

権諸条約の政府報告審査におきましては，法務省として，外務省を始めとする関係省庁と連

携しながら，あらかじめ委員会に提出する政府報告書の作成等を行いまして，その上で実際

の審査の場におきましては，委員からの質問に対して口頭での回答を行うなどしているとい

うものでございます。これらの回答等に際しましては，法務省の取組などにつきまして，委

員の理解が得られるよう，分かりやすく丁寧に説明するよう努めているところではございま

す。 

  弁護人立会いと起訴前保釈の話がございましたけれども，弁護人立会いの点にちょっと長

くなりますので限って御説明させていただきますが，弁護人立会いの義務付けに関しまして，

人権諸条約の政府報告審査においても，これまで我が国の政府として累次にわたって説明を

してきたところでございます。例えば，本年３月の自由権規約における政府報告におきまし

ては，我が国において被疑者の取調べは犯行の動機や背景等も含めて事案の真相を解明する

ための証拠収集手法として重要な機能を果たしていること，被疑者の取調べに弁護人の立会

いを認めるかどうかは，検察官や警察官が取調べの機能を損なうおそれや関係者の名誉，プ

ライバシー，さらには捜査の秘密が害されるおそれなどを考慮して，事案に応じて適切に判

断すべきものであること，そして取調べへの弁護人への立会いにつきましては，法制審議会

におきまして議論されましたが，取調べの機能が損なわれるおそれがある，あるいは弁護人

が来ない限り取調べができなくなるなどの意見があり，導入しないこととされたなどといっ

た回答を行ってきたところであります。 

  今後でございますけれども，法務省として，引き続き外務省を始めとする関係省庁と連携

して，正しい理解，我が国の刑事司法制度や，その運用についての正しく十分な理解が得ら

れるよう丁寧に説明してまいりたいというふうに思ってございます。 

○篠塚委員 作業部会の構成員を見ましても，国際人権，あるいは恣意的拘禁について本当の

専門家がなっているし，それから自由権規約委員会にも，もちろん個人の資格ですけれども，

我が国を代表するような国際法学者が委員長を務めたりされているわけで，こういう委員会
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が，もう２０年間にわたって取調べの弁護人立会い，あるいは起訴前保釈について，日本の

説明を受け入れないということが続いているわけです。同じ説明を繰り返しても，同じ結果

になるのではないでしょうか。 

○鎌田座長 当局から，どうぞ。 

○杉原大臣官房国際課付 なかなかお答え困難なところではございますけれども，引き続き丁

寧な説明をしていくと，できる限り分かりやすい説明に努めていくというほかはないかとい

うふうには思ってございます。その具体的な説明ぶりについては，引き続き検討してまいり

たいと思っております。 

○鎌田座長 それでは，時間の関係もありますので，まず後藤委員，なるべく手短にお願いし

ます。 

○後藤委員  

  先ほどのお答えでも，今後このような問題に対する対応を改めるというはっきりしたお答

えではなかったのは非常に残念です。そうすると，私たちの報告書に，個別の事件に関する

情報であっても秘密にする必要のないものについては明確に示すべきであるという趣旨を入

れるのが適切と思います。 

○鎌田座長 そこは，工夫をさせていただきます。 

  それでは，山本副座長。 

○山本副座長 基本的には，私も後藤委員の御指摘に賛成です。 

  刑事訴訟法４７条という，後藤委員からの御指摘にありましたけれども，この点について

は民訴の文書提出命令との関係で，最高裁は平成１６年からずっと判示をしていて，基本的

には文書所持者の裁量権を認めながらも，その文書の重要性，あるいはその事件の重要性と，

秘密の重要性とを比較考慮をして，裁量権の範囲を定めるという判示を繰り返しているとこ

ろであります。 

  そういう趣旨からすれば，先ほどお答えの中に具体的な事案に応じてということがござい

ましたけれども，正に具体的な事案，あるいは具体的な事実に応じて適切な裁量権を行使し

ていくということが重要であって，その中で秘密の重要性等も考慮しながら判断をしていっ

ていただくということが必要なのではないかというふうに思っています。 

○鎌田座長 篠塚委員，どうぞ。 

○篠塚委員 意見書のパラグラフ８１を御覧いただければと思います。 

  これは繰り返し言ってきたことなのですけれども，要するに今回の捜査のやり方なんです

けれども，裁判の結果に先入観を持たせるのを控えるのが当局の義務であるというふうに言

っています。報道機関は無罪推定を損なうような報道を回避すべきであるということも，前

提としてこれは国連内の原則であるというふうに言った上で，今回のゴーン氏の逮捕の場面

についての写真が多く流布されたということについて，これが自由権規約１４条２項に保障

する無罪推定の権利を侵害する可能性があることが排除できないというふうに指摘していま

す。この点についてどういうお考えというか，これに対して反論をするとか，そういうこと

はお考えなんでしょうか。 

○鎌田座長 事務当局からお願いします。 

○大塚大臣官房参事官（刑事担当） 御指摘は恐らく報道機関の報道の在り方そのものでござ

いますので，こちらの方から何か反論するという類いのものかどうかについては若干が疑問
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があるかなというふうに考えております。つまり，いかなる根拠に基づきまして報道機関が

報道したのかということについては，こちらの方としては承知してございませんので，その

ような趣旨でございます。 

○篠塚委員 ゴーン氏側からすると，逮捕のときに報道機関が付いてきているのは，もう事前

にそういうリークをしているんじゃないかというような目で見ていると思うのですけれども，

その点はいかがなんでしょうか。 

○大塚大臣官房参事官（刑事担当） 御指摘のような点につきましては，繰り返しいろいろな

場面でも御説明を申し上げておりますけれども，申し上げるまでもなく捜査に関わる情報に

つきましては，大変罪証隠滅のおそれですとか，それから被疑者の逃亡のおそれということ

に直結してまいりますので，そういった捜査上の秘密につきましては，捜査機関としては，

格別の注意を払って対処してきているものでありまして，そういったことにつきまして，い

わゆるリークするというようなことはないものというふうに考えております。 

○篠塚委員 そういう点を，この８１項について反論するつもりはないということなんですか，

パラグラフの８１について。 

○杉原大臣官房国際課付 具体的にどのような主張をするのか，反論するのかといったことに

つきましては，現在，政府部内におきまして検討中でございますので，その後の対応という

ことになろうかと思います。 

○鎌田座長 井上委員，どうぞ。 

○井上委員 今，逮捕の現場に報道陣がいるというやつは，自分の捜査の経験からしても，こ

の人たちはどうやって情報を取っているのか分からないのだけれども，捜索の場所とかに先

回りして待ち伏せされているとかって結構ありまして，報道機関の情報収集能力というのは

ものすごいものがありますから，そこを何か当然にリークだというような，そういうような

目で見るのは必ずしも適正じゃないんだろうなと思うのが１点であります。 

  あと，ちょっと１つだけ質問しておきたかったことがあるんですけれども，この報告を見

ると「情報源」という言葉を使っていて，誰がこれを申し立てたかって分からないようにし

ているようです。そうすると，本件で４７条のただし書をどう使うかというのを考えるとき

に，ゴーン被告人の利益をどの程度保護する必要があるのかというのが判断しにくくなって

いるんですね。だから，本人が申し立てていれば，いろいろな利益はもう放棄していると，

こう言えるんですけれども，それを言えないような仕組みでやられている中で，反証できな

ければ政府は負けるよと言われると，ちょっと担当者としては万事休してしまうおそれがあ

るので，難しい問題だと思ったというのが１つと，ただ，被告人が海外逃亡した時点で，本

人がもうそういういろいろな保護される利益を放棄したとみなしちゃって，強く出る余地は

あったのかなという気もいたしますので，今後同じような事案がそう起こるとは思いません

けれども，今後の対応を検討するに当たっては，国内の普通の解釈とはちょっと違って，国

際的な発信って一度失敗すると取り消すのは大変ですので，この公益の判断ですね，必要性

の判断をちょっと大胆にするというようなことも，ちょっと考えていった方がいいんじゃな

いかなという感想を持ちましたので述べます。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  金指委員におかれましては，１３時５０分に御退室予定ということで，その前に御発言の

時間を取ろうと思ったんですけれども，少し早めに御退室になられたようです。御意見につ
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きましては，資料の７の紀藤委員，後藤委員の後に金指委員の御意見が付いておりますので，

これをもって本日この場で御意見を伺ったという扱いにさせていただければと思います。よ

ろしくお願いします。 

  それでは，恐縮ですが，お認めいただいたものとさせていただきます。質疑応答，またご

ざいましたらお願いいたします。 

  篠塚委員，どうぞ。 

○篠塚委員 今，ゴーン氏の事件で質問がほかになければ，国賠の方に行きますけれども，先

にあれば。 

○紀藤副座長 私，まだあります。 

○鎌田座長 では，紀藤委員，どうぞ。 

○紀藤副座長 端的な質問をまずしたいと思うんですけれども，パラグラフの４１から政府か

らの回答というところがあると思うんですね。私のお配りした対訳表の方が皆さん，分かり

やすいと思いますので，対訳表を見ていただければいいんですが，４１項を見ていただける

と，「作業部会は，通常の連絡手順に基づいて情報源の申し立てを政府に送信し」と，こう

書いてあるんですね。これは文書で来たんでしょうか，それとも口頭なのでしょうか。お答

え，杉原さん，お願いします。 

○鎌田座長 では，当局から，どうぞ。 

○杉原大臣官房国際課付 文書で提供がございました。 

○紀藤副座長 その文書の中に，プリマフェイシーケースという話はなかったんですか，一応

の証明ということなんですけれども。 

○鎌田座長 当局，どうぞ。 

○杉原大臣官房国際課付 恣意的拘禁作業部会からの情報提供要請の中身，これ自体について

は非公表でありますので，この中にどのようなものが書かれていたのかというのはお答えを

差し控えさせていただければというふうに思います。 

○紀藤副座長 ５４項の訳を見ていただければいいと思うんですけれども，この中で，「ゴー

ン氏の自由の剥奪が恣意的であったかどうか判断するにあたり，作業部会は，証拠に関する

論点についての法的に確立された原則に留意する。」と，法的に確立された原則と書いてあ

るんですね。「もし情報源が，恣意的拘禁を構成する国際法違反について一定程度の証拠を

提出した場合には，その主張を否定するためには政府が証明責任を負う。」と。これはプリ

マフェイシーケースと言われているもので，左側の英語を見ていただければいいんですけれ

ども，prima facie caseを，一応の証明をしたらそれが真実になるという可能性については，

これは国際的な，いわゆる法的に確立された原則で，日本でもアメリカでもヨーロッパでも，

基本的にはこの原則に基づいて行われていると思うんですけれども，この説明は当初の文書

にあったんじゃないですか。なかったとはとても思えないんですけれども。 

○鎌田座長 当局，どうぞ。 

○杉原大臣官房国際課付 繰り返しになりますけれども，お答えできないところでございます

ので，その点，御理解いただければと思います。 

○紀藤副座長 お答えいただきたいというのが，基本的に次回の宿題にお願いしたいんですけ

れども，そもそも我々，当事者に文書を送る際に，例えば欠席すれば判決が出ますよとか，

不利益事実の告知は通知しますよね。だから，不利益な事実を告知する文書を発するのが本
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来の建前であって，それを発しないのであれば，もうみんな法律家だから分かっているでし

ょうということになると思うんです。それが国際，いわゆる法的に確立された，証拠に関す

る論点についての法的に確立された原則だと思うので，そうすると，仮に文書に書いてある

のであれば，政府が説明しなかった結果責任はかなりあると思います。具体的には法務省に

もあると思います。 

  それから，もし書いていないのであれば，それはいわゆる法律の専門家である法務省の専

門家集団が外務省等にきちっと説明しなかったミスがあると思います。これも結果責任があ

ると思います。この５４項に書いてあるのは，「手続が合法的に行われたことだけ政府が主

張するのでは足りない。」と書いてあって，「本件では，日本政府は，情報源の多くの主張

に対して実質的な回答をせず，適正手続の保障を含む立法の引用に終始した。」というふう

に書いてあるんですね。 

  それに対して，注の３ですね，３０ページです。線が引いてあるところを見ていただけれ

ばいいんですけれども，「政府はこれらの規定の抜粋を提供した。」と。つまり刑事訴訟法

の規定であるとか，それから刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律の抜粋を提供

したと書いてあって，抜粋では足りなかったんじゃないかと思われるんですよね。つまり具

体的な説明をしないといけなかったんじゃないかと思われるんですけれども，具体的に裁判

官の勾留質問であるとか，そういう話は具体的に説明されたんでしょうか。 

○鎌田座長 当局からお願いします。 

○杉原大臣官房国際課付 先ほどの御説明と重複して恐れ入りますが，我が国からの情報提供

の内容につきましては，恣意的拘禁作業部会とのやり取りは非公開であるという前提でござ

いますので，つまびらかにできないという点については改めて御理解いただければと思いま

すが，その上で，意見書に記載されている範囲で申し上げると，本件は公判が予定されてお

り，事件の内容に関わる情報提供はできないということ，その上で逮捕・勾留の要件や手続，

勾留に対する準抗告や勾留取消し等を含めた我が国の刑事司法制度については説明をしたと

いうものでございます。 

  その上で，若干の補足になるところでございますけれども，ゴーン氏側，今回の情報源か

らは保釈中の行動制限については自宅監禁，ハウスアレストであるという主張をしたという

点がございました。この点について，意見書の中で，政府はこの問題に触れなかったという

ことを言及した上で，自宅監禁には当たらないと判断したというところでございまして，政

府が具体的な事件に踏み込んで反論しなかった点につきましても，情報源の申立てと異なる

判断はしているという点があるということは，１点，補足して御説明させていただければと

思います。 

○紀藤副座長 その上で，抽象的にはなるんですけれども，私の意見と質問をしたいと思うん

ですけれども，今のを前提にしてですね。 

  まず，この会議が今年７月に始まって，大臣お二人からスピード感を持って判断するよう

にと言われていて，その内容も，我が国の刑事手続についての国際的な理解が得られるよう

にするための方策というものが言われているにも関わらず，この間にスピード感を持って法

務省の中での改革が進んでいないことに関しては大変な違和感と遺憾な感じがしております。 

  それからもう１つは，この翻訳についても，もし誤解なきようにするのであれば，法務省

が訳を作って会議に配るべきだと思います。それが国際会議のルールであるし，国際的な普
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通の国のルールだと思います。そのルールを，あえて委員の方に翻訳をさせるということ自

体，私は国際的な会議に出ることもありますけれども，非常に違和感を感じますし，非常に

遺憾だと思います。つまり法務省の説明責任はきちっと果たしていただきたいというふうに

思いますし，訳を出すことは事実だけを出すことなので特に問題がないし，ＥＵ各国でも国

連でも，翻訳は直ちに出さなければ，それは会議になりませんので，それは直ちに出してい

ただきたいと思います。訳は，全委員に共有すべきだったと私は思っております。早期にで

すね。 

  それからもう一つは，杉原さんの説明を聞いていると，翻訳の該当箇所を，やはり翻訳が

ないからかもしれませんけれども，説明が非常に分かりにくいということもありますし，説

明がこの会議で分かりにくいということになれば，国際社会の中でも分かりにくいというこ

とにつながりますので，説明は日本人の中でも分かりやすい説明に心掛けることが，国際社

会に対する分かりやすい説明に心掛けることになるということを考えると，きちっと説明す

る際には，翻訳を出した上で，何が問題であり，何が不十分であったかをはっきり明示した

上でお話をしていただきたかったというふうに思います。そういう意味では，とても分かり

にくいと思います。もし翻訳が資料として出ていなければ，ほとんど分からなかったんじゃ

ないかと思います，今の説明ではですね。 

  そういうちょっと遺憾の意を３点お話をしておきますけれども，その上で，幾つか，委員

の皆様においても，やはりここは正確に理解しておかないといけないと思いますので，まず，

私の資料の１６ページを見ていただければといいと思いますけれども，刑事訴訟法４７条の

資料が，専門家はみんな分かるんですけれども，一般の方にはほとんど分からないわけです

ので，４７条の条文は最低限，委員には提示すべきと法務省側で，思います。恐らく付けて

くださらないと思ったので，私が条文を引用しました。刑事訴訟法４７条にはこう書いてあ

ります。「訴訟に関する書類は，公判の開廷前には，これを公にしてはならない。但し，公

益上の必要その他の事由があって，相当と認められる場合は，この限りではない。」と書い

てあって，ここでの論点は，まず，訴訟に関する書類かどうかということが，まず１つの論

点で，もう１つの論点は公益性の問題です。この２つの論点が問題となっているときに，訴

訟に関する書類かどうかも区別せずお話しされるのはとても分かりにくいと思います。つま

り，訴訟に関する書類でなければ公開をしていいし，それからオーラルなものであれば公開

していいと思います。口頭でのものであれば別にこの４７条の射程には入らないというふう

に思います。法律上の議論は若干あるかもしれませんけれども，そこは整理していただきた

いというふうに思っております。 

  それから，注のところをちょっと追い掛けていただければいいと思いますけれども，まず，

２２ページに起訴前保釈の意見が出てきます。この起訴前保釈の意見ですけれども，ここも

正確に理解しないといけないんですけれども，この意見ははっきりこう書いてあるんですね。

「拘禁されている者は，起訴前勾留に対して保釈を請求することが許されていないために，

裁判所が，ゴーン氏に対する起訴がなされる前の勾留について代替手段を検討することによ

り９条３項を遵守することは不可能である。」と書いてあるので，代替手段の検討も含めて

起訴前保釈のことが書かれているんですね。つまり十分に検討してほしいと。それで「代用

監獄を廃止し，あるいは勾留に対する代替手段が起訴前勾留の期間中に十分に検討されるべ

きという動きに賛同する。」と書いてあるので，ここはむしろ意見としては，中庸な意見が
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書かれているわけです，起訴前保釈と代用監獄に関しては。 

  ところが，弁護人立会権ですね。弁護人立会権は２６ページに書いてあるんですけれども，

ここには起訴前保釈よりも，作業部会の意見としてはもっと強いんですね。「作業部会は，

日本政府に対し，刑事被告人が拘禁の初めから，そして取調べの間に弁護人にアクセスでき

るようにすることを強く求める。」と，こう書いてあって，つまり起訴前保釈の問題よりも

弁護人立会いの方が重要だということを前提とした議論がなされていて，起訴前保釈は代替

手段で補える場合があるけれども，刑事被告人の立会いに関しては，これは代替手段がない

ですよね。だから，ここを強く書いてあるので，今言われている意見を並列で並べて，そし

て反論するというのは，私は国際社会に対する公開の在り方としては誤っていると思います

し，そこはきちっとやっていただきたいなというふうに思っております。 

  ちょっと質問のところを答えていただければと思います。 

○鎌田座長 では，御質問に対して，今答えられることがあれば当局からお願いします。 

○大塚大臣官房参事官（刑事担当） ちょっと確認をさせていただきたいのですが，刑訴法４

７条の趣旨についての御説明をさせていただければよろしいでしょうか。 

○紀藤副座長 ４７条については議論があると思いますので，一般の方にも分かりやすいよう

に説明していただけるのであれば，それはお答えしていただいていいんですけれども，私が

一番重要だと思っているのは，個別の刑事事件に関する事実に即した反論と，日本の刑事訴

訟制度に対する事実の反論，この２つがあると思うんです，基本的には。それを区別せずに

説明されても，それはまず分かりにくいんですね。後者は刑事訴訟法４７条の射程から外れ

ていくと思うんです。刑事訴訟法の手続そのものの事実に対する反論ですね。 

  それから，今質問を受けたので篠塚委員との関係でちょっと説明すると，リークそのもの

に関しては，抽象論ではなくて具体的に指摘されているわけです。１３ページの３９項，４

０項に，リークのことについては具体的にソースからどういうふうに言われているかという

と，１１月１９日に逮捕された際に，そもそもそこにマスコミが来ていたという事実。それ

から４０項に，４月４日に保釈中に再逮捕されたときに，ジャーナリストとカメラマンを伴

って，朝の５時５０分に到着したと。そして，その逮捕映像が流されたということが具体的

に書いてあるんですね。だから，反論すべきは抽象的なリークの問題ではなくて，この具体

的な事実に対するきちっとした反論だと思えるので，そこは検察官，法務省のお役人さんっ

てみんなほとんどが幹部の人たちは検察官なので，我々と同じ法曹なので，反論するのは法

律論ではなくて事実論だと思うんです。その事実に関してきちっと反論としていただきたい

と思っているんですけれども，それに対する御意見を伺いたいと，そういうことです。 

○鎌田座長 それでは，当局からお願いします。 

○大塚大臣官房参事官（刑事担当） まず，前半の点についてでございますけれども，刑事訴

訟法４７条という条文につきまして，すみません，ちょっとお手元にお配りできておりませ

んが，申し上げますと，「訴訟に関する書類は，公判の開廷前には，これを公にしてはなら

ない」というのが本文にございまして，そのただし書に「公益上の必要その他の事由があっ

て，相当と認められる場合は，この限りでない」ということがただし書ということで整理さ

れております。 

  例えば分かりやすく申し上げれば，「訴訟に関する書類は，公判の開廷前には，公にして

はならない」ということの中には，不起訴にした事件というものも含まれておりますし，そ
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れから起訴したけれども，まだ公判が開かれていないという事件も含まれております。です

ので，検察当局におきましては，飽くまで一般論として申し上げますと，不起訴にした事件

というものにつきましては，その不起訴にした事実でありますとか，その証拠関係でありま

すとか，不起訴の理由といったものを基本的にはつまびらかにしないという姿勢を取ってお

ります。 

  その趣旨としましては，単に秘密主義ということではございませんで，そこには様々な理

由がございます。申し上げましたように，公益上の必要性があったとしても，その他の相当

と認められる場合に，このただし書が適用されて，訴訟に関する本来的には非公開のものが

開示できるということになるわけですけれども，一つは関係者の名誉，プライバシーという

問題がございますし，それからその事件における捜査中の秘密を広く一般に知られることに

なってしまいますと，その事件の犯人を取り逃がしてしまったりですとか，あとは重要な証

拠が入手できなくなるというようなことから，それは公にすることができないと考えられて

おります。 

  また，飽くまでも捜査活動といいますのは，最終的に裁判の場におきまして証拠として用

いる，つまり証拠収集のために行うわけですけれども，その過程では，例えばいろいろな方

からお話を聞いたりとか，証拠を収集したりするわけです。飽くまでも裁判の場で明らかに

なることを前提にお話をしていただいているところを，裁判の場以外のところで捜査機関が

つまびらかにするということになってしまいますと，捜査への協力が得られなくなるのでは

ないかという，その事件の捜査への支障の問題のみならず，今後の捜査等への支障というも

のを考慮しなければならないというふうに考えられているところでございます。いわゆる公

益上の必要があって相当と認められる場合というのは，正に事案によって様々，状況によっ

て様々でございますので，それは個別的に判断していくということになります。 

  紀藤先生の御質問の趣旨を私がきちんとちょっと受け止められているかどうか，いささか

ちょっと自信がないところもあるんですけれども，事実ベースでどういったことがあったの

かということにつきましては，正に訴訟書類の公開について定めた，この刑訴法４７条につ

いて，必要性，相当性を判断していくということになると思うのですが，前段の刑事訴訟法

的な事実というのは，我が国の法律がどういう立て付けになっているのかというところの説

明なのかなというふうに理解したんですが，そこは申し上げておりますように，反論という

形では主張しております。すみません，まだ質問がきっちり咀嚼できていない中での回答に

なってしまって大変恐縮でございます。 

○紀藤副座長 ありがとうございます。 

  あとすみません，時間が長くなっているんですけれども，私，全文翻訳しているので，ち

ゃんと正確に理解していただきたいと思うんですけれども，結局スピード感を持って日本の，

我が国の刑事司法の誤解を解く，正しい在り方についてきちっと広報するという立場，正確

に言うと，我が国の刑事手続について国際的な理解が得られるようにするための方策と，こ

のことなんですけれども，２９ページ，私の対訳の９３項を見ていただければいいんですけ

れども，事実誤認であっても，「作業部会は，人権理事会が，すべての加盟国に対し，作業

部会に協力するよう促し，その意見を考慮し，必要な場合には恣意的に自由を侵害された者

の状況を改善するために適切な措置を講じるように求め，講じた手段について作業部会に知

らせるよう求めたことを想起する。」と，こう書いてあるんですけれども，つまりもうこの
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意見は出されて，さっき法的拘束力はないと言われていましたけれども，拘束力がなくても，

事実上の効果として，正にプリマフェイシーケースとして，この報告書は独り歩きしていく

と思うんですね。これは全ての加盟国と書いてありますから，国連の加盟国全部にこれが知

れ渡るということに，まず一つなると思いますし，それから今後のこととして，８８項を見

ていただければいいと思うんですけれども，いわゆる特別報告者制度というのがありますよ

ね，国連には。その特別報告者制度に基づいて，２つの報告者に対する報告を付託するとい

うものがありまして，８８項に書いてあるんですけれども，具体的には７２項と７６項に書

いてあって，時間の関係で省略しますけれども，そうすると，この特別報告者というのは日

本に訪問することになると思うんです，当然にですね。だから，この報告者を受け入れて，

きちっと説明をしていかなければ問題が生じると思いますし，それから，仮に刑事訴訟法の

手続に関する事実を説明できたとしても，いわゆる捜査中の弁護人立会権に関しては，もは

や国際的なルールとして確立したような書き方がされていますので，この報告書を見るとで

すね。どこかでは運用も含めてこれは開始しないと，この報告書には反論できないんじゃな

いかということを私は思いますので，これは意見として申し述べておきます。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  それでは篠塚委員。 

○篠塚委員 さっきの関連なのですけれども，作業部会とのやり取りは非公開というふうにお

っしゃいましたけれども，そうすると，向こうも非公開になるわけですよね，作業部会の方

も，日本と。要するに，日本から出した資料が公開されるわけではないのですか。 

○鎌田座長 当局，どうぞ。 

○杉原大臣官房国際課付 政府と恣意的拘禁作業部会とのやり取りは非公開，非公表とされて

いるところでございます。恣意的拘禁作業部会と情報源とされている申立人，分かりやすく

言えば申立人ですが，これとの間についても，恣意的拘禁作業部会としては非公表としてい

るところでございます。 

  他方で，その情報源がどのような情報を出すかというところについては，それはその情報

源，申立人がこの恣意的拘禁作業部会とのやり取りについてどのような考えで対応するかに

よるところではございます。 

○篠塚委員 民事だと，本当に秘密にしたいという問題であれば特別な手続を取って，IN 

CHAMBER手続じゃないですけれども，一定の厳格な秘密保持の手続を取った上で，この作業

部会の方に情報を提供するというような手続はないのですか。あるいは，そういうのは話し

合いでできないのですか。日本の名誉を守るためということであれば，事実を知らせて，し

かし，公開させないという形で事実を伝えるということはできないのですか。 

○鎌田座長 当局，どうぞ。 

○杉原大臣官房国際課付 例外的な扱いがあるかどうかは法務省として把握しておりませんけ

れども，政府が情報提供を恣意的拘禁作業部会にした場合に，その政府が提供した情報につ

いては情報源，申立人からコメントを出してもらう，その機会を与えるという意味で，恣意

的拘禁作業部会から，その政府から出した情報について申立人の方に提供されるというふう

に承知しております。それ以外の例外的な扱いがあるかどうかについては，申し訳ございま

せんが，把握しておりません。 

○篠塚委員 分かりました。 
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  もう１点いいですか。 

○鎌田座長 はい。 

○篠塚委員 パラグラフ８９で，「作業部会は，日本政府に対し，利用できるあらゆる手段を

もって，できる限り広く本意見を広めるように求める。」というふうに意見を述べているわ

けですけれども，これに対する対応はどのようにされる予定なのでしょうか。 

○鎌田座長 では，当局からどうぞ。 

○杉原大臣官房国際課付 繰り返しになりますけれども，恣意的拘禁作業部会の見解に対して，

今後日本としてどのように対応するのかというのは，御指摘の点も含めて今検討中でござい

ます。今後の具体的な対応について，政府としての精査検討を終えた後に適切に対応すると

いうことになろうかと思います。 

○篠塚委員 現状は何もしていないという理解でいいのですね。 

○杉原大臣官房国際課付 検討中というところでございます。 

○鎌田座長 後藤委員，どうぞ。 

○後藤委員 念押し的に申しますけれども，私はゴーン事件について，例えばこういう参考人

がいて，こういう証言をする予定だから拘禁の理由がありましたというようなところまで具

体的に反論すべきだったと言っているのではないです。そういうことをしようとするなら，

確かに刑事訴訟法４７条が気になるのは，理解できます。でも，例えば勾留に先立って，裁

判官は勾留質問しました，弁護人が勾留に準抗告して争いましたといった当たり前のことが

当たり前のように行われたという事実について，それを指摘することを差し控えるべき理由

は何もないでしょうと申し上げています。 

○鎌田座長 それは意見として伺っておくことでよろしいですか。 

○後藤委員 意見です。 

○鎌田座長 ほかにはいかがでしょうか。 

○紀藤副座長 資料の関係で，すみません。 

  後で議論もしたいと思っているんですけれども，資料の関係でちょっと事実確認だけして

おきたいんですけれども，私の出した関連報道の整理というのがあると思うんですね。これ

を見ると，ウォールストリートジャーナル，これはどうしてこういう資料を出したかという

と，第６回の法務省の資料１というのが，法務大臣のコメントが国際社会においてどういう

ふうに報道されていったかということを法務省側が作られた説明資料があって，それに対し

て，今日そういう御意見も法務省側から報告もなされなかったので，あえてこちらから作っ

たものです。これは今回の作業部会意見書がどういう形で世界に発信されているかというこ

とを示すものなんですけれども，それの１ですね。質問したいのは，この１になります。 

  この１を見ると，「東京では「全く容認できない」と言われている拘束力無き決定は，ゴ

ーンの逃亡で果たした役割について２人のアメリカ人が国外引き渡しの可能性に直面してい

る事件の助けになる可能性がある」という，そういう見出しが出されていて，本文は著作権

の関係があるので訳せないんですけれども，これを拝見すると，今，アメリカで５月にテイ

ラー親子２人が，ゴーン氏の逃亡を助けたということで逮捕されて，日本に犯罪人引渡し条

約に基づいて移送する手続がなされているんですけれども，その手続が１０月に日本に引渡

し決定が出たんですけれども，結局異議が出されて止まっている手続に影響を与える可能性

があるという話がありまして，それはこの意見書の内容を見る限りは弁護人立会権がない国
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に移送できるのかという問題が，正に論点としてすぐに想起できるんですけれども，これに

ついて，法務省側の見解と事実関係をちょっとお話ししていただければいいと思います。現

状の移送手続はどういうふうになっているのかも含めて教えていただければと。 

○鎌田座長 当局から，お話しできる範囲内でお答えいただければと思います。どうぞ。 

○大塚大臣官房参事官（刑事担当） 御指摘の報道は，今御紹介いただきましたウォールスト

リートジャーナル紙の記事で，その記者の見解として，本件意見書が両名の事件の助けにな

る可能性があるというふうに指摘したものというふうに承知しておりまして，お尋ねにつき

ましては，正に個別事件における具体的な捜査に関わる事柄でありますし，また，米国手続

にも関連する事柄かなというふうにも思いますので，当局としてはこの程度で御容赦いただ

ければと思います。 

○紀藤副座長 今の私の事実関係の説明は正しいですか。 

○大塚大臣官房参事官（刑事担当） 報道のお話ということですか。 

○紀藤副座長 いや，違います。事実関係です。だから，テイラー親子の移送決定は一応出さ

れたんだけれども，それに対して異議が出されて今現在止まっている状態であるという事実

関係は正しいですか。 

○大塚大臣官房参事官（刑事担当） お尋ねにつきましても，その個別事件における具体的な

捜査に関わる事柄ということで，また米国における手続に関することですので，先ほどの繰

り返しになりますが，お答えは差し控えさせていただきます。 

○紀藤副座長 一応，答弁に対する私の意見だけを申し述べると，それは以前にある法務大臣

が，法務大臣になったら少なくとも３つぐらい覚えておけば問題ないといって，１つは捜査

中だから答えられないというのと，そういうことを言ったと思うんですね。個別事件だから

お答えできないというのもそうですけれども，それと同じ答弁なので，私は国際社会に対す

るルールや国民に対する説明を考えるときに，その説明が果たして国民に対する理解を得ら

れるのかどうかも含めて，その説明の仕方も考えられた方がいいと思います。もう少し別な

言い方，同じことを話しても，別の言い方があるんじゃないかというふうに思います。事実

関係自体は別に問題がないんじゃないかと思うので，正にこれはリークの問題も絡んでいる

んですけれども，法務省の中にきちっとしたマニュアル，公開するマニュアルがないという

か，要するに，こういう場合に公開すべき，こういう場合は公開すべきじゃないということ

がマニュアルがないがゆえに，個別事件ごとに個別に判断されていることで，こういう結果

を生じていると思うので，やはり説明の範囲については一定の節度を持ったマニュアルをき

ちっと作っていただいて，それをこういう会議，あるいは国際会議，あるいはリーク，ネガ

ティブに言うとリークなんですけれども，報道機関に対する広報の在り方も含めて，きちっ

としたルール作りを進めていただきたいと思っております。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  ほかにはいかがでしょうか。 

○篠塚委員 ないようだったら，国賠の方でいいですか。 

○鎌田座長 はい。篠塚委員，どうぞ。 

○篠塚委員 国賠の事件について，先ほど争点等をおっしゃっていただきましたので，ちょっ

と判決で言っていることと取り上げ方がどうかなと思うところがあったので少し補充させて

いただいて，法務省の方で違うという点があったら指摘してください。 
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  まず本件では，東京地検特捜部の事件であるということ，そこにおいて任意の取調べを受

けた被疑者について，その被疑者の妻から弁護人の依頼があった，対応したのは，取調べを

している検察官ではなくてキャップと言われる方が対応したと，これは間違いないですか。

答えられないなら答えられないでいいんですけれども，判決に書いてあることですから。 

  そして，法務省側が争点としたのは３点ございます。先ほどの説明では３番目の点だけを

おっしゃいましたけれども，普通に見て一番おかしいなと思ったのは，この私の発言補助資

料の中でも書いておりましたけれども，キャップの検察官が言ったのは，任意の取調べなん

だから，いつでも出られるから，弁護人が，あるいは弁護人となろうとする者が来たという

ことを伝えなくていいんだというのを面と向かって接見を求めた弁護士に対して言ったとい

うことです。この点について，法務省もまた主張の中で，任意の取調べ中については憲法上

も刑事訴訟法上も何らの規定もなく，身体拘束を受けていない被疑者は，いつでも取調べを

拒否して退去することにより，弁護人の援助を受けるための手段を自ら取ることができるか

ら，要するに身体拘束を受けた人のようには，弁護人と会う権利がないんだという主張を公

開法廷でしたわけです。これは当然，裁判所から排斥されていますし，これについては単に

排斥されだけではなくて，判決の中で，同様の判決がもう既に平成３年の事件で，福岡高裁

で判断が出ているじゃないかということが指摘されています。 

  それから２番目は，弁護人選任権者からの依頼があっても，弁護人となろうとする者であ

るかどうか分からないので，合理的な範囲で調査をすることができるんだと，こういったわ

けで，今回の場合は，先ほど言ったように調べたけれどもというような話であって，もう１

点は，３番目としては，弁護士を自称する者が，何か電話があって確認する必要があったん

だというお話なんですけれども，このあたりについても裁判所は，本人に聞けばいいじゃな

いかということを言ったわけですけれども，さらに弁護士の立場から言いますと，当番弁護

士の委員会派遣とかあるわけで，本人からの依頼がなくても社会的に必要だと思うと出掛け

ていくわけですよね。それで本人が頼めば受けるということで，弁護士であるということが

分かれば本人に伝えるべきだと思うのです。そういう意味でも，非常に問題である。 

  要するに，私の方から見ますと，東京地検特捜部という組織が弁護人依頼権を軽視し，弁

護人との接見を妨害したわけです。しかも，法務省もそれを是として裁判で争ったわけです。

しかし，民事裁判としては異例の２回で結審をして，違法であるという認定が下ったという

事案なわけです。今回資料を付けておりますけれども，接見国賠勝訴確定の状況，過去にこ

ういう接見妨害というのはたくさんあって，最近はどちらかというと接見している内容を捜

査官が本人から聞き取るということで，秘密交通権の侵害という形で訴訟になっていたわけ

ですけれども，今回接見させない方向で動いたというその体質がやはり変わっていないのか

ということがあります。 

  それから，警察の方も接見妨害がないじゃないかというお話がありましたけれども，実は

１１月に滋賀県警草津署で，被疑者が留置管理官に対して２回にわたって弁護人の依頼をし

たわけです。留置管理官が手続を取らなかったという妨害事件が発覚しています。それで，

このことについては草津署の署長が謝罪して，組織としてきちんと訓練しますというおわび

があったわけですけれども，それに対して，本件の場合はそれどころか，謝るどころか争っ

ている。しかも，先ほどの説明のように，一番大事なのは，任意の取調べ中であれば会わせ

る必要がないと言ったことです。これは普通に考えてもおかしいわけで，そういう現場の状
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況で，弁護人依頼権，あるいは選任権に対する理解が進んでいるということは到底言えない

と思うのです。 

  そういう意味で，発言補助資料に書かれましたように，やはり検察官に対しての倫理規定

といいますか，職務基本規定の必要があるということをこの事件はやはり言っているんだと

いうふうに私は理解しました。違っていたら御指摘ください。意見の部分はいいので，事実

経過で。 

○鎌田座長 何かありますか。 

○篠塚委員 別に間違っていると思わなければいいです。僕の意見は僕の意見で。 

○鎌田座長 事実経過についての今の篠塚委員の説明に誤解があれば指摘してくださいと，そ

ういう趣旨ですね。 

○篠塚委員 はい。 

○大塚大臣官房参事官（刑事担当） 判決の要約の仕方について論評するのもいかがかなとい

うふうに思いますので，そういった点についてのコメントは差し控えさせていただきたいと

思います。 

○紀藤副座長 今の篠塚委員の質問に関連してですけれども，最初に太田委員が，昔はいっぱ

い接見妨害の事件があったというふうに言われて，それは私も承知しているんですけれども，

私も弁護士なり立ての頃は，もう接見妨害事件だらけだったので，接見妨害国賠事件という

のが多数あって，本も出されたぐらいにたくさんあったんですけれども，警察署は比較的市

民に近い立場なので，警察の立場に立つわけではないんですけれども，比較的法制度に対し

て柔軟な対処をする傾向が強いんですね。 

  一方，今，篠塚委員が言われた事案は正に特捜部案件であって，正に検察庁案件。だから，

つまり，この会議で話し合われるべき対象になる案件だと思うんです。その案件に関して，

いまだに警察のレベルよりも低い発想で検察庁のとても優秀な検察官の方々が動いているこ

と自体が，それは異常事態だというふうに理解されるべきであって，それは基本的に反省す

べきだと思うんです。裁判でぎりぎり争うということだけではなくて，むしろ運用で直すと

ころもあるし，それから問題があれば，それは処分の問題も絡んでくると思うんです。 

  それから，国際広報の在り方で言うと，この判決は英訳されて，そのまま国連に持ち込ま

れたら，正にゴーン被告の言い分を裏付ける内容にもなりかねないものであって，そのぐら

い重大な事件であるということは御認識された方がいいと思うんです。だから，そこは篠塚

委員にちょっと補足したいと思っております。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  ほかに御質問がないようでしたら……。 

○篠塚委員 警察の事案も，今の検察庁の事案も，弁護士に会わせないうちに自白調書が作ら

れたというケースですね。その点は記録としてお願いいたします。 

○鎌田座長 ほかに御質問がないようでしたら，業務の予定のある当局担当者の方には御退席

をお認めしようと思いますが，よろしいでしょうか。 

○紀藤副座長 私，宿題をお願いしたいと思うんですけれども，どの程度，事実に関してちゃ

んと国連に説明していくかということに関してはお話を頂きたいと思っているし，それから

もう１点は，先ほど私が見出し記事を出しましたけれども，法務省は具体的に国際発信とし

て，今回の報告書に対してどういうふうな反論をして，それがどう取り上げられたかについ
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ては，やはりきちっと文書を出していただきたいと思っております。 

○鎌田座長 これは，御要望ということで受け止めていただければと思いますが，よろしいで

すか。 

○保坂事務局 どういう文書ですか。 

○紀藤副座長 前々回，６回のときには対外発信ということで，資料１のような資料を作られ

ているわけです。でも，今回はそういう資料１はなく，法務大臣コメントのみが添付されて

いるので，どういう形でこれが国際社会の中に広まっているのかということについての根拠

資料を出していただきたいと思います。そうでなければ判断ができない。これは判断の前提

となる資料だと思いますけれども。 

○保坂事務局 法務省なり政府が，この件に関してどのように対外的に発信したかという趣旨

ですか。 

○紀藤副座長 対外的に発信をして，それがどう取り上げられているのかです。 

○保坂事務局 報道ぶりということですか。 

○紀藤副座長 そうです。第６回の資料１を想定していただければいいと思います。それと同

じような形のものが，すぐに出せるのではないかと私は思っています。 

○鎌田座長 それでは，当局からどうぞ。 

○杉原大臣官房国際課付 ただいまの点を口頭で御説明させていただければと思いますが，国

外あるいは英字紙における本件の報道ぶりというのは様々でございます。主として恣意的拘

禁作業部会の意見書の内容ですとか，これに依拠した見解などに言及する記事というものが

ある一方で，意見書の内容等に併せて日本政府の対応，これは外務省の報道発表ですとか法

務大臣の記者会見の内容ですとか，そういったものにも言及するという記事があるところで

ございます。 

  例えば，副座長の資料の中の３から８，あるいは１１，１３というのは，その前者の，主

として恣意的拘禁作業部会の意見書の内容や，これに依拠した見解等に関する記事でござい

ますけれども，後者，すなわち日本の政府の対応についても言及したものとして，副座長の

資料の１と２，あるいは９から１２といったものがあるというところでございます。 

  これ以上の詳細については，時間がございますので割愛したいと思いますが，いずれにし

ても，意見書の内容の，あるいはそれに依拠した見解等が書かれているものと日本政府の対

応も含めて紹介しているもの，これがあるというふうに承知しております。 

○鎌田座長 よろしいでしょうか。 

○紀藤副座長 私はそれは不十分だと思いますけれども，９から１２と言われたけれども，９

から１２って比較的，最初の報道から１日遅れとか遅れて来るので，反論のコメントを入れ

ているだけだと私は思っておりますけれども。 

○鎌田座長 それでは，当局の説明者のうち業務の予定のある方は御退席いただいて結構です。

ありがとうございました。 

  では，次に，報告書（案）に基づいて御議論いただきたいと思います。どの点についてで

も結構でございます。 

  残りの時間が少なくなってまいりましたので，事前にお出しいただいたペーパーは参酌す

るという前提で，それについての補足的な御意見，あるいは要約的な意見ということでも結

構です。よろしくお願いします。 
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  篠塚委員，どうぞ。 

○篠塚委員 人質司法に関する日本弁護士連合会の意見等がございますので，簡単ですが，５

分ぐらいで説明させていただきます。私の発言補助資料の３という形で付けておりますので，

御覧いただければと思います。 

  この人質司法をどう考えるかなんですけれども，無罪を主張し，黙秘権を行使している被

疑者・被告人について，自白をしている人よりも殊更に長期間身体拘束をする勾留・保釈の

運用というふうに考えております。これが憲法及び国際人権法に違反するというのが日弁連

の考えです。 

  それを解消する方法として２つを挙げておりまして，ひとつは刑事訴訟法８９条の４号を

削除すべきだということです。これはどういうことかというと，元々国会審議のときに，必

要的保釈の例外として，被告人が罪証を隠滅するおそれがあるという元々の昔の法案に対し

て議論がありまして，いや，それでは広過ぎるんじゃないかということで，ちょっと主観的

になり過ぎるということで，もっと客観的にということで，被告が罪証隠滅と疑うに足りる

相当な理由があるときというふうに立法過程で修正されたんですけれども，実際の運用にお

いては，これはほとんど主観的に罪証隠滅するおそれがあるというような運用をされている

ので，この条文がある限りは権利保釈が極めて制限的にしか運用されないということで，こ

の条文を削除すべきだということであります。 

  それから，次は，前回もちょっと言いましたけれども，身体拘束しないで代替的な電子監

視の制度をやはり作らないといけないんじゃないかということです。これは自由権規約の９

条３項だとか，２０１４年の自由権規約で採択された一般意見に基づくものです。 

  続きまして，これが１１月１７日に出たものです。 

  身体不拘束を原則化すべきであるという意見書が，２０１２年に出されているわけです。

これはどういう経緯で出されたかといいますと，志布志事件，氷見事件，足利事件，村木さ

んの厚労省の元局長事件，布川事件と，いわゆる冤罪事件が立て続けに発覚したということ

を受けて，それは身体拘束によって結局虚偽の自白をさせられていると，取調べと長期の勾

留に原因があるんだということで，原則として身体拘束しないで調べるべきだということを

言っているわけです。 

  その３というのが，同じ年の９月１３日に出された意見書でして，ここも住居制限の命令

等で代替的に行うべきだということを述べています。要するに，自由と引き換えに虚偽自白

をさせられているという考えに基づいて改革を求めたものです。 

  次に，勾留質問への弁護人の立会いがないので，これはおかしいので認めるべきだという

意見です。あるいは起訴前保釈を認めるべきだと，改めてこれは言っているということです。 

  もう１点，日弁連が出した意見書としては，検察官の定年後の勤務延長に対して，内容は

詳しく見ていただければいいと思うんですけれども，内閣の解釈変更に基づいている，ここ

の点はまだ撤回されていないので，撤回すべきであるという意見でございます。参考のため

に出させていただきました。 

  以上です。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  ほかの御意見，お願いします。 

○紀藤副座長 補足ですけれども，私の翻訳，今回の意見書に対する翻訳の５ページと９ペー
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ジの，具体的にはパラ１１とパラ２５，１１項と２５項を見ていただければいいと思います

けれども，ゴーン氏が保釈に関して足首モニターの着用に既に同意するとかいうことが出て

います。このＧＰＳの装置が法務省でちゃんと検討されていれば，今回のゴーン被告の国外

逃亡は恐らくなかったと思われます。 

  なぜ，では，裁判所がＧＰＳの装置に関する保釈条件を付けなかったのかと言われると，

現在だったらちょっと違うのかもしれませんけれども，当時の日本として，まだＧＰＳの装

置が国の運用としてうまく機能していないという前提があって，それでむしろ監視カメラの

方にシフトしてしまったという経過があって，法務省では，昨年からＧＰＳの装着に関して

はたしか検討会を開始したと思いますので，早期にその結論を付けていただきたいというふ

うに思っていますし，現状どうなっているのかなというか，法務省でＧＰＳ装置の装着に関

して法務省の検討状況は今どうなっているのかというのは答えていただければと思います。

これは検察の理念にも関係してきますので。つまり新しい技術に対して柔軟に考えると。 

○鎌田座長 当局から，どうぞ。 

○鷦鷯刑事局刑事法制管理官室企画官 法務省刑事局刑事法制企画官の鷦鷯でございます。 

  御質問の点，保釈中の被告人に対してＧＰＳ端末を装着する制度を導入することにつきま

しては，逃亡を防止するための方策の１つとして，現在，法制審議会の刑事法逃亡防止関係

部会において，調査審議項目の一つとして調査審議が行われているところでございます。 

○河合委員 関連で一言。 

○鎌田座長 関連で，河合委員，どうぞ。 

○河合委員 先ほど篠塚委員が人質司法について弁護士会の定義を述べたんですが，従前，私

が申しているとおり，現在の保釈の運用というのは裁判所はかなり変わってきているわけで，

このような殊更に長い身体拘束をする勾留・保釈の運用という一くくりにして人質司法と定

義することについては，やはり私としては違和感があると，一言申し上げます。 

○鎌田座長 篠塚委員から，今の関連での御発言をいただいて，その後に，冨山委員からお願

いします。 

○篠塚委員 人質司法については，一言でそう言っているわけではなくて，今，要約したから

言っただけで，ＵＲＬで引用していますから言っていますけれども，裁判所の御努力で勾留

請求の却下だとか，保釈の許可の事例が増えているのはそのとおりで，その御努力に対して

は敬意を表します。 

  さはさりながら，自白している人と否認あるいは黙秘権を行使している人の勾留が長くな

り，保釈が遅くなることは，もうそれは統計上の客観的な事実としてこの意見書に出ており

ますので，それを見ますと，やはり否認すれば，あるいは黙秘をすれば出られない，長くな

る，裁判が始まっても出られないということは，もう客観的な事実としてあるので，そこを

裁判所も更に努力をしていただいて，理解をしていただいて，人質司法をなくす方向で御協

力を頂きたいということです。それがなくなるまで，日弁連は，人質司法がなくなったとは

言わないと思います。 

   

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  すみません，お待たせしました。冨山委員，お願いいたします。 

○冨山委員 ありがとうございます。 
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  報告書案の全体についてのコメントです。 

  これはもう既にお送りしておるとおりで，１つは８ページ目の私の意見の引用について，

これはいずれも一般人目線といいましょうか，一般人目線で言うと，やはりどうしても黒川

さんの問題で，法務省官僚と検察官の距離感の問題として捉えられているのが多分常識的な，

普通の人の見方ですよね。今回，桜問題の急に捜査が進展したりしているように見えちゃっ

ているところもあって，ですから，これはどうしてもそう見えてしまうので，多分そういう

部分が，私，やはり背景のようになっているのはどうしてもしようがないですよ，これはパ

ーセプションの問題だから。それについて，ちょっと私なりに思っていることを書き加えて

おりますので，そういう趣旨であります。 

  それから，だからそれを書いておいた方が世の中一般の人の疑問に対して，この会議が私

のコメント，両論併記で構わないので，認識しているということが大事かなと思って加えた

次第です。 

  それから，あと後半の後藤委員が出されている例の試行の問題なんですけれども，私は中

立的なので，捜査上のもろもろの事情というのもよく分かりますし，いろいろな，日本が極

めて刑事的に安全な国というのもよく分かっているのでありますが，これは今日の議論を伺

っていても，やはり大きな流れで言ってしまうと大陸法の国々も認める流れで，人権保障と

真実究明の両立のモデルとしては，やはり被疑者の供述と弁護人の立会いというのは国際社

会において変容，トランスフォーメーションが進んでいるというのが素直な理解になってし

まうんですね，これは。すごく引いて聞いていると。 

  そうすると，かつこれは，やはりどうしても法治システムの根本部分ってコンバージェン

スが進んでいく流れなので，さっき座長の方からちょっとその対応をちゃんとやらないとま

ずいですよという御指摘もありましたが，ちょっとやはり推定有罪っぽくなっている感じは

否めないんですよね。これはパーセプションの問題だから，専門的に詳しい説明をしても一

般の人は全く分からないので，今日の多分いろいろな難しい御議論は国際世論には全くアピ

ールしないですよね，正直言って。あとネット空間の中では全く理解されない。ここは日本

はずっと過去失敗してきたところで，例の慰安婦問題なんかも，あれは明らかに朝日新聞の

誤報から始まっているんだけれども，もう完全にあれはパーセプションを作られちゃってい

るから，もうこれは大変ですよね，覆すの。だから，そういう意味で考えると，ここはちょ

っとやはり早晩大きなトランスフォーメーションを日本は考えざるを得ないんじゃないかな

と。 

  それからもう１点，これも最初のところで申し上げたのはいずれもやはり変わっていなく

て，要は日本としては国家戦略として，今後，高度人材を受け入れようということを言って

いるわけですね。実際これは必要だと私は思います。そのときに，例えば私の，例えばスタ

ンフォードとか，ああいうところの欧米の高等教育を受けたグローバル人材の人たちに，い

や，日本ってミランダルールないんだよねと言うと，やはりそれは，本当かということにな

っちゃいますよね。もちろんそれを補ういろいろな仕組みがあるという御説明は法務省，検

察の方からあったとしても，だって彼らは法律の玄人ではないので，だから，そこもやはり

今後のいろいろな意味合いにおいて，決して，これはパーセプションの問題なので，ディテ

ールに，テクニカルにどうかというより，これは本当にパーセプションのゲームです，高度

人材を引き付けるゲームというのは。だから，小さな問題じゃないので，私は現在の世界情
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勢と我が国の国家戦略から見て，いずれ求められるトランスフォーメーションに向けて，私

は可及的早期に試行を開始しておいた方がいいという，そういう次第で後藤委員の意見の趣

旨に賛成です。 

  あと，いろいろもちろん難しいことはあるんですけれども，これは今の時点，私は現時点

においては日本の法曹界，特に法務，検察は極めて優秀な人が集まっているわけですから，

やはりちゃんと弁護人立会いを認めても真実究明に支障を来さない方法をどうやったらでき

るかというのがごく建設的で，かつ生産的な思考法だと思っています。 

  最後に，前回制度的な整備がない中で試行を行うべきじゃないという趣旨の意見がありま

したけれども，これもちょっと申し訳ないですけれども，これも素人的に聞いていると，制

度的な整備をどうするかの判断材料を現行制度の枠組みで可能な方法で集めようとするのが

試行なので，これはやはりちょっと，これが法律の世界でどうして通用するのかもよく分か

らないんだけれども，やはり素人の私から見てもトートロジーで，余りスマートじゃない議

論に聞こえてしまうんですよね。だから，この会議を契機として試行を行っても，決してこ

れ自体は訴訟制度の変更じゃないので，むしろ将来しかるべきところで制度改革の議論をす

る材料を得るための作業は，私はもしこういう機会がうまく契機にできるのであれば，是非

ともそういった作業を行っておいていただいて，大きな世界的な世の中の変化で。 

  あと，もう１点申し上げると，私，すごく気になっているのは，今の中国の問題とかを見

ていると，やはり世界で必ず中国は力を増しますよ，この後，国際社会で，どう考えても。

今，中国すごいですね，国際攻勢，特にコロナに関して。医療サポートとか，あるいはワク

チンのサポートすごいです。だから世界的プレゼンス，めちゃめちゃ実は上がっています，

彼らは。評判上がっています。これは何を意味しているかというと，大きな意味で，世界が

自由と民主主義という価値観を根本にしている国家群と，それからやはり権威主義的な国家

群への分断が進む可能性が高くて，日本は明確に前者の立ち位置を取っているわけです。そ

の前者の立ち位置を取っている中で，その自由と民主主義の国家群の中で，例えば刑事司法

制度がやはり推定有罪的にネガティブにユニークなパーセプション，これは正直，何か日本

の今後の長期的な国益を考えると，これもちょっとしんどいなと思います。 

  ですから，ここから是非，法務，検察は優秀な方々が集まっているので，例えばちょっと

極端な例を言ってしまうと，もし村木さん事件が外国人で起きていたらどうなるかというこ

とです。それも，外国人はそれなりのインテリの人で。ゴーンさんのケースは，ゴーンさん

もちょっとどうかなというところがあるんで，何となく空気はああいうふうになっています

けれども，これはやはりそれなりのまともな人が村木さん事件の対象になっちゃったとした

ら，これはやはり倒れますよ，国際世論は完全に。だから，そういったことはどうしても，

これは現場がどういうふうに一生懸命やったって起きる可能性はあるわけです。ですから，

そこで一気に倒れちゃって泥沼になってしまうよりは，私はいろいろな準備をされるという

ことを提言していきたい次第です。 

  以上です。ありがとうございました。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  それでは，ほかの方の御意見もお伺いしていきたいと思います。 

  井上委員，どうぞ。 

○井上委員 紙を出していますので，それに基づいてちょっと説明をさせていただきますと，
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まず，修文意見を２点出しました。 

  （１）は私の発言部分で，少し正確にしてほしいという程度のもので，（２）は要望事項

の検察官の倫理関係で，内容的に検察組織が検討の中心になることはそのとおりなんですけ

れども，実際の取組としては法務省が絡むところもありそうなので，一応，その逃げ道を作

っておいた方が無難かなというようなことで，事務的な観点で入れておいた方がいいんじゃ

ないかなということであります。 

  その次は，録音・録画の対象範囲の全事件・全過程の拡大の御意見に対しまして，ちょっ

とここでやはり一言だけ申し上げておきたいなと思うことだけ付け加えさせていただきます。 

  ２行目にあるように，全事件・全取調べを対象とするのは現実的でないというところであ

りますけれども，特に予算のことなんですね。私，昔会計課長をやっていたから，その辺つ

い考えてしまうんですけれども，全事件・全過程というと，ざっくり言うと，現在の１０倍

以上の数に膨れ上がります。そして，その内容としては道交法違反とか軽い自動車運転致死

傷事件がほとんどで，罰金とか起訴猶予になるものがほとんどの事件が対象になってくると

すると，果たしてそこに大量の税金をつぎ込む，国民の負担を求めるということについて理

解が得られるのか。やはりもっと集中的に，やるべきところがあるのであれば，そこを絞っ

て御提案いただいた方がいいんじゃないかなという点が１点であります。 

  もう１つは，これは正に改正法の施行状況とか検察での運用状況のデータを踏まえて，３

年後の検討の場でやるべき，正にどんぴしゃりのテーマなので，ここの会議体ではこれ以上

やる必要はないだろうということであります。 

  次に，後藤委員の御提案がありました。提案①，②，③というふうに分けてありますけれ

ども，まず１点目のところは，結びのところの表現ぶりでございます。ざっくり言うと，こ

れは箸の上げ下げの問題をどこまで書くかというような問題かなと思いました。刑事司法の

専門家以外の参加を求めるというところは当然のこと，言わずもがなという感じがする一方

で，経験者からの聞き取りのところは，これはかなり部分的に偏ったところだけ取り上げる

のが提言としては違和感があるなというのが正直な印象であります。個別の意見のところに

書かれるのはもちろん，そのとおりでいいんですが，もし全体の提言にまとめるのであれば，

表現ぶりをかなり工夫した方がいいかなという感想でございます。現在の案でも十分に読め

る内容だと思うので，私は現在の案でいいと思いますけれども，もし直すのであれば，ちょ

っと工夫が必要だということであります。 

  提言②，③の関係でございます。これらはいずれも運用で立会いを試行するということを

前提とした御提案でございますけれども，本会議では意見の隔たりの多い部分で，提言をす

るということは全体の意見が集約されたという前提になるんでしょうけれども，その前提を

欠いているということであります。 

  試行についての私の意見はきちんと申し上げていなかったかもしれないので，そこで再度

ちゃんと記載させていただきましたが，立会いというのは非常に取調べに与える影響が大き

いもので，重大な制度変更に結び付くような大問題なので，これは手続全体とセットで検討

すべきだから，試行についても単独で先行させることは反対だということであります。 

  その次に書いてあることは，この会議は立会いの問題を正式に議題とするかどうかについ

ても合意できていなかったから，立会いの本質的な議論というのはきちんとできていないわ

けであります。したがって，例えば立会いの要求があったら取調べは止まるのかとか，立ち
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会った弁護人はどの程度取調べに介入できるのかとか，そもそも録音・録画の下における立

会いの目的はどんなところに置くのかなど，本質的な議論が全くなされていない状態であり

ますし，また我が国の捜査において，取調べによる証拠収集がどのくらい重要な位置を占め

ているのかとか，取調べができなくなった場合，真相解明にどんな影響があるかとか，では，

諸外国ではどのような刑事手続で，どのように立会いとか証拠収集ということをやりくりし

ているんだろうかとか，そういう正に非専門家の方々に正しく理解していただきたい事柄に

ついてきちんと説明できていない状況なんですね。このような議論の段階でいきなりまずは

試してみようよというのは，ちょっと私の感覚では余りに乱暴だということであります。 

  そして，もし仮に後藤委員の案のように提言をしても，検察としては何をどのようにやっ

ていいか全く分からないから履行できないと思いますし，検察に全く支障のない範囲で立会

いならどうかとかいうことも言われておりましたが，それは試行の名に値しないというか，

試行の必要もないことなんだろうと思いますし，逆にどの程度の支障までなら耐えられるか

を試すというような，そういうきわどい話になってくると，これは具体的な事件処理に責任

を有する検察官としては試行に踏み切れないはずであります。法律の根拠でありますとか，

あるいは具体的な職務命令みたいなものがなければ，個々の検察官はそんなことはできませ

んし，具体的な事件を起訴できなくなるリスクを負ってまでやることかという，そういう判

断はなかなか検察はしにくいのだろうなと思います。 

  そして，冨山委員の御提案に係る理由の中で，要するに，ファクトもデータも何もなくて

３年後の検討で議論したって，観念論の繰り返しになるだろうという危惧は，これは私も共

有できます。少なくとも録音・録画がどの程度取調べに影響したかとか，その結果，違法な

取調べがどれほど減ったかとかの，そういうデータは集まると思いますけれども，そしてそ

れは重要だと思いますけれども，それに加えて立会いそのものについての直接の資料が欲し

いということであれば，普通はこれは先行して立会いを実施している諸外国の制度と運用状

況を丁寧に調査すること，これで相当重要な，役に立つ情報がたくさん取得できると思いま

す。立法の常套手段だと思います。裁判員のときにもそうしたと思います。あとは模擬裁判

ですね。模擬の取調べをやれば，これはこれで我が国の現行法の下での相当な情報がまた得

られるだろうと思います。 

  発言補助資料を見ておりましたら，何か民間の製品開発でもいろいろ検証のテストを行う

から立会いでも必要というようなものがございましたけれども，無人運転を公道上で実証実

験するまでにはいろいろなことを，できることをたくさんやって，その上で最後にやってい

くわけであります。生の事件を材料としたテストというのは，そういう最後の手段として行

うべきだと思います。刑事事件を担当してきた実務家の私の感覚としては，事件を大切に扱

ってほしいと，そう思う実務家はたくさんいるだろうということは，是非とも強調しておき

たいと思います。 

  以上です。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  篠塚委員，どうぞ。 

○篠塚委員 今の井上委員の意見は，私がどこまで正確に理解しているかなんですけれども，

３年後見直しの場などで議論するということについては，それ自体は別に誰も反対していな

いということになれば，むしろこれは望むことではなくて，この４の，要するに議論の結果
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で一致したこととして書き込めないのでしょうか。 

○鎌田座長 これは，私の進行がよくなかった点の１つかもしれないんですけれども，刑事司

法手続の改革を正式にここでの議題として取り上げるかどうかということをあえて決めない

できていますので，委員等全員の合意ができたという話にすると，今の井上委員のお話とも

関連するんですけれども，最初からそれは正面から取り上げていないはずじゃないかという

ふうなこととのぶつかり合いをもう１度やらなければいけなくなってくるので…… 

○篠塚委員 正面から取り上げない代わりに，次の機会にやってほしいということじゃないの

ですか。 

○鎌田座長 そういうことを含めて，一番最後の結びの中にこういうことを入れて，締めくく

りの要望事項にというふうにさせていただいています。同時に，３年後の見直しの機会にと

いうふうに限定的に記すことがいいのかどうか，私は３年待たないでやってもいいという含

みも含めて，どこでやるかということも合わせて少し幅広にまとめた方がいいと考えている

ところです。 

○篠塚委員 もちろん独立にやっていただく可能性があればいいんですけれども，少なくとも

３年後，ほかで，もし３年後見直しまでにやっていなければ，３年後見直しのテーマとして

確実に取り上げるということを何か盛り込めないかということです。もし全体の総意ではな

いのだということであれば，何かもう少しそこを書いてもいいのかなという感じがします。 

○鎌田座長 「幅広い観点から適切な検討を」というところも，その「幅広い観点」というも

のの中身をもう少し具体的に埋めていくとかいうことは，今日の御意見も踏まえて工夫をさ

せていただいて，工夫した結果をまた御検討いただければと思います。そうすることによっ

て，全面削除というふうなことにならないような形で，うまくまとめられればと考えている

ところです。 

  鵜瀞委員，どうぞ。 

○鵜瀞委員 私もペーパーを出しておりますので，時間節約のためにペーパーのとおり陳述い

たします。 

  前段は修文意見ではなくて，５の結論のところの柱書きに共通する考え方を取り込んでい

ただけたので，それで十分と考えております。 

  後段は，今問題になっている柱３についての結論の書き方なんですけれども，本当に最後

のところに，今後検討がなされることというのを結論として大臣に提言するということに，

この場の方たちが反対されなければ，それが篠塚委員のおっしゃっていることを表すという

ことになると思うんですね。なので，４番に書かれていることというのは検討の経過で，確

かに意見の違いがありますので，そのぐらい丁寧に紹介しないといけないんだとは思います

けれども，私はそれを５番に繰り返す必要はなくて，５番のところでは一致したところを力

強く書くということで足りるのではないかと思います。 

  ちょっと修文意見を出しておりますが，今，座長が言われた，３年後見直しのときよりも

前でもいいのではないかということに関しては，ちょっと「遅くとも」という表現を入れた

りしております。 

  それから，資料に関して，井上委員が幾つもの論点というか，素材について指摘されまし

たけれども，私も十分な資料に基づいて検討すべきだと思いますので，「必要十分な資料」

というふうな言葉もちょっと足した提案をさせていただいております。 
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  それから，今日の前半１時間半ぐらい議論していた拘禁作業部会の指摘について，そもそ

も報告書にどう取り上げるのかということについてある程度議論しておかないと，次回で終

わらないんじゃないかと思うんですけれども，それは事実としてこのような指摘があったと

いうことで，それが当局から説明があったという，その４番の経過の前半のところに事実と

して記載すると。あとは，それをのみ込んで提言に至るというような書き方でも足りるのか

なという気はいたします。大分議論の中で，法務省の対応が適切だったのかどうかとか，そ

れからその対応についての今後変える予定があるかとか，そういう御質問というか追及があ

ったと思うんですが，それがこの会議のアジェンダかというと，この会議はそれから法務省

にやってもらいたいことを提案できれば目的は達成されるのかなと思いますので，そのよう

な取扱いを提案します。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  篠塚委員，どうぞ。 

○篠塚委員 いろいろ質問しましたが，意見をちょっとまとめて言わせていただきます。国連

の恣意的拘禁作業部会の意見書について私の思うところというのは，これまで２０年間の国

連の自由権規約委員会だとか拷問禁止委員会等から理解を得られなかったことをまた繰り返

しても，恐らく受け入れられない。というより，向こうが分かっていないから受け入れられ

ないんじゃなくて，こっちが言っていることが正しくないので受け入れられない。要するに，

取調べの弁護人立会いがないとか，起訴前保釈がないとかいうのは，彼らからすれば正義の

かたちがないという，もう正に彼らの倫理観からすればあり得ないということが前提になっ

ている。それは彼らというのは決してヨーロッパの人たちだけではないわけで，世界中から

専門家が集まっている中でこういう結論が，決してこの作業部会だけではなくて，さっき言

った拷問禁止条約の委員会だとか，自由権規約の委員会とかいう中でほぼ確立されている国

際人権，いわゆる条約なわけです。その条約に対して，日本の法律に基づいてこうしている

からといっても，法律は条約の下位にあるわけですから，受け入れられるはずがないわけで

す。だから，その条約に照らして，日本法で守っているからじゃなくて，日本法は条約に合

致しているということを，向こうの条約を変えるか，自分が変えるか変わるかしかないんだ

と思います。という意味で，この意見書は非常に重要だし，法務省も真摯にこの意見書に向

き合っていただきたいというふうに思います。これは私の意見です。 

○鎌田座長 後藤委員。 

○後藤委員 後藤でございます。 

  私の提出した案について既に言及していただいているので，改めて御説明します。発言補

助資料の１ページの一番下の２の部分でございます。現在の意見書の案は事務局が苦労して

お作りいただいたと思いますけれども，この刷新会議は法務・検察行政を刷新するための提

言を求められているわけです。現在の意見書（案）をその観点から見ると，そういう期待に

応えたものという評価は一般的には受けられないだろうと思います。というのは，一致した

提言の部分は私から見るとかなり控えめで，かつ小さいですね。それに対して，いろいろな

意見を羅列した部分が多いという印象を与えてしまうので，有り体に言えば，余り格好がよ

くないと言わざるを得ないでしょう。それを改善するためには，一致した提言の部分をもっ

と豊かにする努力が必要だと思います。 

  それから，先ほども議論しましたように，日本の刑事司法への国際的信頼を得ることを本
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気で目指すのなら，今回の作業部会の指摘の誤解でない部分は真摯に受け止めて，それに応

えるための明確な一歩を踏み出すような提言をするべきだと思います。 

  そこで１つは，報告書（案）の最後のところで提案している，別の機会での弁護人立会い

についての検討について，その中身をなるべく充実させるために，ここに書いているような

補足をしていただきたいです。充実した議論が行われるための前提としてそれが必要だと思

うからです。 

  それから２番目は，検事総長に取調べに弁護人を立ち会わせる場合に検察官が配慮すべき

点を示していただきたい，３番目は，もし弁護士会から協議の申入れがあったら，弁護人立

会いの試行の条件について協議に応じていただきたいということでございます。これらは試

行としてやるべきだという価値判断が前提になっていると言われれば，確かにそうです。け

れども，それを言わないで前進したといえるでしょうか。 

  先ほど井上委員のご発言で，何も方針を決めないで丸投げするような提案はいかんと言わ

れました。けれども，これは検察官の判断を尊重しているわけです。こっちで方法を指定し

ないで，できる方法を考えてくださいと言っています。それから，やはり井上委員の言われ

た，模擬的な取調べをやってみるというのは非常によいアイデアです。しかし，我々がここ

で何の具体的な提言もしないでいて，弁護士会が試しに模擬で検事と弁護人で被疑者役を決

めて，やってみましょうと持ち掛けたら，検察庁はそれに応じるのでしょうか。検察庁がそ

れに応じるためには，ここで何らか積極的な提言を我々がしておく必要があると思います。

つまりこれらの提案は，取調べへの弁護人立会いを次の機会で検討したときに，また観念的

な議論の対立を繰り返さないための提案です。 

  それから，私が気になるのは，現状では，現場の検察官たちに責任を押し付けた形になっ

ていることです。というのは，私の提案の②とか③のような対応を検察庁が組織としてしな

い場合，それは現場の検察官にとってはやはり弁護人の立会いはさせないのが庁としての方

針なのだという暗黙のメッセージになってしまうでしょう。それによって今までの不文律が

確認される結果になってしまいます。そういう形を作っておきながら，他方で担当検察官の

裁量によって判断しているのだと説明するのは，フェアではない。この状態で現場の検察官

に責任を押し付けるのは，組織の在り方として公正ではないと思います。なので，是非これ

を取り入れていただきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○鎌田座長 徐さん，御意見をお出しいただければと思います。 

○徐オブサーバー ありがとうございます。私の方も発言補助資料ございますので，そちらに

沿って伝えさせていただきます。 

  何よりも，この短期間で各界の意見をまとめてくださった座長及び事務局の皆様には，最

初に感謝を述べさせていただければと思います。 

  その上で，私，第４まで４点追記の案を記載させていただいております。順番に沿って述

べさせていただきます。 

  まず第１に，検察官の倫理。今日はそれほど議題には上がっていなかったですけれども，

私が第１の柱を議論する回を欠席してしまったため，この追記案をもって私の第１の柱に関

する意見とさせていただきたく，記載させていただきました。今回，職務外のことを規定で

きるかどうかみたいなところが，マージャン問題も含め一つの争点になっていたかと存じま
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す。しかし，課題そのものが非本質的なものであって，検察官が倫理的な業務遂行をどのよ

うに実現して，またその信頼を獲得するに当たって，職務外の時間の活動でどの程度その信

頼を毀損し得る活動があり得るかと，またそういったところに制約を掛ける必要はないのか

というところが問いかなと思っていましたので，私，親族，家族や友人に警察官がおりまし

て，改めて同じ捜査機関である彼らがどういった私生活上の規律を持っているのかというと

ころを伺ったところ，例えば金銭の使途だったり交際相手とか，旅行先の報告までもあると。

あるいは借財がないかとかいうところもあって，それが借金によって何か犯罪に手を染める

ことがないかだとか，あるいは危ない人との関係を持つんじゃないかとか，そういったとこ

ろを排除するための，趣旨としてはすごく理解できる正しい規律かなというふうに思ってい

まして，同じように，捜査機関として趣旨が貫徹できるのであれば，検察官もある一定の人

間関係の私生活上でも，職務上の行為の信頼関係にまで影響を及ぼすようなことについては

一定の報告義務を課す等，あり得るのではないかなというふうに思いまして，このような追

記案を書かせていただきました。 

  第２以降は，どちらかというと弁護人立会い関係の話にはなってくるんですけれども，第

２では，今，国際発信についてＱ＆Ａが公開されていると，今回会議の中でも当局から御説

明がございました。そちらの中で，弁護人立会いがまるで一切認められないような記載にな

っているのは，これは当局の説明とも食い違っていて，国益にも余り資してはいないと思い

ますので，今回の当局発言に沿って，運用上は裁量で認められているというような記載に変

えていくのが正しいのではないかなというふうに思いまして，追記案を書かせていただきま

した。 

  第３につきましては，１については，今先生方お話ししてくださったとおりで，消極意見

の皆様については，遅くとも３年後等までに必ず議論しなさいというような提言になってい

くというふうな理解をしていますので，こちらはご放念いただければと思います。 

  ２が，これは冨山委員と非常に近しい話なんですけれども，私は民間で長くいる中で，新

しい機能や製品を消費者に展開するに当たっては，必ずプルーフ・オブ・コンセプト，概念

実証だったり，Ａ／Ｂテストというのをやらないといけないと。なぜならば，これをしなけ

れば本当にそれが消費者にとって正しい製品になっているのか，機能になっているのかとい

うことが全く分からないので，具体的な効果，効能をデータとかファクトをもって正さなけ

れば，必ず上の決裁が下りないというようなことになっていまして，これは人権に関わる刑

事司法制度にとっては，更にもっと当てはまることだと思っています。 

  先ほど井上委員からも，国際社会のデータを使えばいいんじゃないかというお話があった

んですけれども，そもそも今回の会議では国際社会と刑事司法制度が我が国では違うという

前提があったにも関わらず，比較対象が異なってくると。このＡ／ＢテストとかＰｏＣとい

うのは，比較対象群をどう選択するかが非常に重要でして，そうでなければただの観念論に

終わることは間違いないので，是非次の話合いの段階までに，そういった具体的な比較対象

群が正しく選ばれた上で，データやファクトが話せるような議論をできればと思っています。

そのためには，後藤委員がおっしゃっているようなことも含めて，例えばまず法務省や検察

庁と弁護士会でどのように進めるのかというような協議を始めるということを決定するだけ

でも，一歩進んだスタンスというのを見せられるのではないかなというふうには思っており

ます。 
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  一番最後なんですけれども，第４でその他と書いていますが，今回，私，前回も述べさせ

ていただいたんですけれども，民間の感覚を持った委員の方々が多数選任されていて，世論

が暴走しがちな刑事手続とか法務省，検察庁の制度の根幹に関する議論が期待されていまし

た。その中で，唯一会議体の中で多数決に近いものを取ったのがヒアリングの有無だったと

思っておりまして，こちらは実際，非常に重要な意思決定だったと思いますので，報告書の

どこかで御追記いただければと思っています。ヒアリングは当事者から話を聞いて，世論や

民意に敏感に反応しながら議論を行っていただくすごくいい機会だったとは思うんですけれ

ども，時間的制約で本会議ではできなかったというところで，逆にほかの場所で必ずそうい

った場所を設けていただきたいなというふうには思いますので，そのようなところを記載い

ただければと思っております。 

  長くなりましたが，以上でございます。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  山本副座長。 

○山本副座長 今の御提案の中で，最後に第４のところで述べられたことですけれども，この

文章の中では，このヒアリングについて，本会議で唯一の多数決で決定された，今の御発言

では多数決と明確には言われなかったかと思いますけれども，いずれにしても，私は実は前

回はその場にはいなかったので，議事録は丹念に読ませていただきましたけれども，恐らく

趣旨として，座長のおまとめの趣旨としては多数決ということではなかったのではないかと

いうのが私の理解であります。そもそもやはり刑事手続について，どの程度まで，その具体

論を取り上げるかどうかとか，その中で，そもそも弁護人立会いを取り上げるべきかという

ことについて，今日もそうですが，大きな意見の対立が委員の中にあるという中で，弁護人

立会いを基本的には念頭に置いたヒアリングを行うということについて，議事運営上，難し

いということを言われ，その中で多数の委員も反対されているということを言われていたの

かなと。それは多数，過半数に１人足りるとか足りないとか，そういう話をされていたので

はないのではないかというのが私の理解です。 

  そういう意味では，まとめとして，この多数決があったというようなことを報告書の中に

記載するということについては私は賛成できませんし，そもそもこの報告書の目的というの

は法務大臣に対して，検察・法務行政の在り方について提言するということでありますので，

このヒアリングを実施しなかったということを報告書の中に示す必然性というのは必ずしも

ないのではないかというふうに思います。 

  徐オブザーバーの今日の御発言の趣旨は，将来に向けて，もうそういう，必ずしも刑事手

続の専門ではない方々の意見等も反映されながら，今後の刑事司法の在り方が検討されてい

くべきだという大きな観点からの，あるいはお話だったのかなというふうに思いますけれど

も，そうであれば，先ほど来議論されている，この提言の最後の部分で，何らかの形でその

ようなことを，後藤委員の御意見もありますが，反映していくということは考えられるので

はないかというふうに思います。 

  私からは以上です。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  河合委員，どうぞ。 

○河合委員 司法界の人は頭が固いと，また言われそうなんですが，弁護人立会いについては，
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我が国の刑事手続において非常に重要な課題であることは私も認識しております。だからこ

そ，これのみをこの会議で取り上げるんじゃなくて，刑事司法制度全体を検討する中で取り

上げて議論されるべきだというのが私の立場です。したがって，弁護人立会いについてこの

会議での実質的な議論はまだなされていないというのが私の認識でございます。 

  さりながら，この報告書においては実質的議論も含めた様々な意見が記載されているわけ

です。それを読めば，この会議の中でどういう意見が出て，どういう課題があるかというこ

とが，明らかになるんじゃないかと思います。この報告書の最後に，弁護人立会いの是非も

含めた刑事司法制度全体の在り方について，幅広い適切な検討をなされることという，そう

いうまとめがなされていますが，これは今回の弁護人立会いの問題について賛否が分かれる

中でかなり私としては思い切ったまとめであるという認識でございます。なお，この記述に

ついては鵜瀞委員から修文の御意見がありましたが，そのような修文をしても結構です。 

  以上でございます。 

○鎌田座長 篠塚委員，どうぞ。 

○篠塚委員 平成２６年２月の刑事局長の答弁で，弁護人立会いを禁止されているものではな

いということなんですけれども，これはそれなりにインパクトを持って世間に伝わっていま

して，ただ，かなり誤解がある言い方という，それは検察官にとってもなんですけれども，

検察官の自由裁量だというような捉え方をする人がいて，それは今いい意味で言っているの

かも，悪い意味で言っているのかも分かりませんけれども，この刑事局長の答弁というのは，

要件が定まって適切に判断しろと言っているわけですね。弁護人の立会いを認めるかどうか

は，取調べを行う検察官において，取調べの機能を損なうおそれ，関係者の名誉，プライバ

シーや捜査の秘密が害されるおそれ等を考慮して，個別の事案ごとに適切に判断すべきもの

とされているわけですから，全くの自由裁量なんかではないわけで，この要件を満たさない

のに立会いを認めないということは，やはり不適切だという判断になるというふうに理解す

べきだと思います。これは私の意見ですけれども，それも加えていただければと思います。 

○鎌田座長 太田委員，どうぞ。 

○太田委員 発言補助資料を用意せずに恐縮ですけれども，個別的な話で，弁護人立会いにつ

いては私は井上委員の意見と同一ですので，詳しくは割愛させていただきたいと思いますが，

我が国の刑事司法制度について，そもそもスタートラインで逮捕・勾留が極めて抑制的であ

るとか，あるいは捜査手法が極めて限定的であるといった特徴があるのは事実で，冨山委員

のようにパーセプションの問題と言われてしまうとなかなかかみ合わないのですけれども，

そういった点についての国際理解というのも必要でしょうし，そういう刑事司法制度の下で，

我が国は世界最高水準といっていいぐらいの良好な治安が保てていますので，国民の生命，

身体，財産を守るという観点から，全体としてどうあるべきかという議論がやはり必要なん

だろうということを思いますので，その１点は付け足させていただきたいと思います。 

  それから，徐オブザーバーは警察についておっしゃっていましたが，各都道府県警察では

確かに細かい規則を作っていますけれども，国の機関である警察庁は検察庁と変わりはない

という水準です。都道府県警察というのは国民に非常に身近なところで２４時間，犯罪だけ

じゃなくてあらゆる事故，災害にも対応するという特徴がありますし，また相談事も非常に

多く受け付けています。それで組織が大きい，人員が多数である，その中にはベテランから

高校を出たばかりの新人警察官までいるという中で一定水準を保つために，その特性に応じ
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て細かく書いているということだと思いますので，必ずしも検察官と同列に論ずることはな

かなか難しいのではないかなということを思います。 

  あと，報告書全体ですけれども，非常によくまとめていただいたと思っておりまして，金

指委員の補助資料にもありますように，全体的には今日の議論を踏まえて，是非座長一任の

格好で取りまとめていただいて，速やかに成果物を得るという方向でお進めいただくのがよ

ろしいかと思いますので，以上，申し上げます。 

○鎌田座長 ありがとうございます。 

  冨山委員。 

○冨山委員 簡単に。全体の議論でやるというのは，全く私も違和感はありません。そのとお

りだと思います。問題は，全体の議論をやるスピード感が今のペースでいいんですかという，

多分議論なんだと思います。それで今日の前半の議論を，両方の言い分を聞いていると，や

はりちょっと僕はスピードを上げないとまずいんじゃないかなというのは私の意見なんです。

それで村木さんの問題も，今，立会いがどうたらこうたらということで私は関心があったの

ではなくて，前にもいいましたが，彼女は行政官だったわけですよね。行政官だから，霞ヶ

関で物が動くことがいかに難しいかということは百も分かっている方なわけで，だからこそ

彼女の，次官まで極めた方ですから，だからああいった方の行政官の意見，行政官で，かつ

ああいう経験をされた方として，この１０年間のもろもろの正に全体的な議論の進み方がど

うなのかということに私は関心がありました。そこは，僕は恐らく多くの国民が共通の関心

を持つのが普通の感覚だなと思います。だって前半みたいな議論が起きているわけだから。

パーセプションの問題というのは，でも，やはりこれは結構本質的なんですよ，民主主義社

会においては。あるいは民主的な国際社会においてはかなり本質的なんですよ。やはりパー

セプションが事実になってしまうから，国際社会においても。 

  だから，そういった脈絡において，さっきの副座長のお話はありましたが，もしそういう

趣旨で村木さんの話をもし整理されるのであれば，私としては，私はこう言ったということ

を修文で載せたいと思います。要は，私ははっきり言って今言った趣旨において村木さんに

来てもらうことは賛成だったので。だから，さっきみたいな趣旨で村木さんを呼ぶ必要はな

いというのは私は全く賛同していないので，私が言った意味で，もしそういう形でまとめる

のであれば，私はこう言ったという修文は載せさせてもらわないと，おまえ，冨山，変節し

たのかということになってしまうので，よろしくお願いします。 

○鎌田座長 分かりました。 

  山本隆司先生，御発言お願いいたします。そろそろ終わりの時間が近づいてまいりました。 

○山本（隆）委員 それでは，先ほどの作業部会の話と，今回の第３の柱である国際発信との

関係について私が感じたところを一言だけ申し上げます。 

  国際発信という場合に，様々な名宛人，いろいろなアクターに向けて発信をしなくてはい

けないので，それぞれのアクターの性質をよく踏まえた上で，効果的な発信の仕方をしなく

てはいけないと思います。今回の報告書の中に，マスコミが１つ取り上げられていますけれ

ども，ほかにも様々な性質の国際機関があり，今回の作業部会もその１つですけれども，そ

ういったところに対してどういうふうに発信をしていくのか，コミュニケーションを取って

いくのかということを考えていかなくてはいけないと思いました。 

  そして，それを効果的にやるためには，先ほど座長から，国内において国際的な発信につ
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いて発信をするというお話がありましたが，これは１つの重要な視点だと思いますし，それ

から今の報告書の中にも，民間の方の協力を得ると書かれています。これも重要なことだと

思いますし，それからやはり様々な種類，様々な専門分野の専門家の方から意見を聞いて，

それを反映できるような体制を取っておくことも必要ではないかと考えました。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  後藤委員，どうぞ。 

○後藤委員 後藤でございます。 

  先ほど太田委員から，検察と警察の比較の視点が提起されたので少しコメントしておきた

いです。取調べへの弁護人の立会いに関して，警察と検察は，スタンスが微妙に違っていま

す。警察官の捜査の準則を示している犯罪捜査規範の中には，取調べに弁護人を立ち会わせ

る場合を想定した条文がございます。そして実例は多くはないですけれども，まれに立ち会

っている例があります。それに対して，検察の方には何らそうした公式の規範はないので，

現状でも温度差があると思います。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  ほかに。 

○紀藤副座長 時間がないですけれども，私，ちょっと。 

○鎌田座長 手短にお願いいたします。 

○紀藤副座長 まず１つは，前回の議事録の９ページに，私が前回の際にＱ＆Ａの関係で，事

案の真相の解明を望む国民の理解を得られないという，この付け加えた理由を説明したとき

に，鷦鷯企画官から，ただいま直ちには資料として御用意しておりませんが，議事録の箇所

などについては後ほど御用意することはできますという議事録がありますので，それについ

て補足説明をさせていただきたいと思っております。 

  前回の会議が終わった後に，法制審議会の新時代の刑事司法制度特別部会第１４回会議の

議事録を頂きました。その中で，線が引いてあるわけですけれども，その４７ページに，但

木委員ですね，２００６年から２００８年まで検事総長をやられた方なんですけれども，そ

の方の意見として，正確に記述しないといけないので話しますが，「日本の場合，そこまで

本当に割り切って国民的支持がそこにあるのかなというと，私は必ずしもそう言い切れない

のではないかと思います」と，この部分が採用されたということになるわけですけれども，

それを指摘されました。ただ，ここの表現は，「国民的支持がそこにあるのかなというと，

私は必ずしもそう言い切れないのではないかと思います」という，つまり断定的な記述では

なく，言葉も「国民的支持」という，そういう言葉でした。そういうこともありますし，最

終的にこの会議の報告では，この意見は採用されていません。本文の中にはどこにも記述が

ない，反対意見としても採用されていない意見がＱ＆Ａに採用されているということになり

ますので，そこは大きくエビデンスがないというふうに判断せざるを得ないというふうに思

っております。つまり説明になっていないと思います。 

  その上で，私の意見をちょっと説明しますと，私の意見は資料７のすぐ後ろに付いていま

す。今お話しした話がＱ＆Ａの説明として，私の意見として１１ページに書かれているんで

すけれども，不正確なので，次のように訂正していただきたいという案を提示しております。

ここは時間の関係がありますので，このとおりで，今話した内容を記載していただきたいと

いうふうに思っています。 
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  もう１つは，検察官の定年延長の問題に関して，今回の報告書（案）にはほとんど検察庁

の話が出てこないんですね。それは何かおかしな話であって，正に検察庁と法務省との関係

性が議論になっていたところもあると思いますし，元々それを取り上げてほしいということ

は，辞任された山室委員の意見でもありましたので，私としては，私の発言の取りまとめは

誤りがあって，むしろはっきりと検察庁の話については，「今回の検察官の定年延長に対し

ては，法務省の組織の中に検察庁があるわけにもかかわらず，事務次官は検事総長よりは人

事的には下の位置に属していることであるとか，民主的統制の観点から問題があるとも思わ

れるので，検察の独立の重要性を前提に，法務省と検察庁との関係性，民主的統制の関係に

は整理が必要である。」というふうに，私が発言した内容をほぼそのまま記載していただき

たいというふうに思っております。 

  それからもう１つは，国際的な発信の関係ですけれども，ちょっと不正確だったので，次

のとおり訂正したいのですけれども，「専門の広報官を置き，国際的にも説得力がある内容

を，正しい英語で，欧米の主要なメディアを通じて，統一的に発信する」，統一的に発信す

るということがとても重要だと思いますので，それは修文していただきたいと思います。 

  そのほか，ほかの先生の御意見を拝聴しますと，検察庁と警察庁を比較するのは，先ほど

後藤委員からありましたけれども，実態からも制度的にも正しくないと思います。なぜかと

いうと，警察庁は，そもそも国家警察を廃止されたという前提の下に都道府県県警が独立し

てその処理を行っているわけであって，警察庁はその連絡調整役ということが一応の前提に

あるわけですけれども，検察庁は違いますよね。基本的には一枚岩であって，検察庁が基本

的には具体的に決めなければ，それは下のものはなかなか動きにくいというのは，それは当

然のことだろうというふうに，組織として当然のことだろうと思っております。 

  それから，村木さんのヒアリングに関しては，やはり必要性については議論して，多数決

と言い方が正しくなければ，多数の意見が反対だったということもあって採用されなかった

こと，それから冨山さんの発言に関しては，私は前回の議事録にも残していますけれども，

冨山さんの発言は，村木さんの採用に関しては，この１０年の話ということで，別に弁護士

立会いの下ということのヒアリングではなかったことなので，冨山委員の意見は聞くべきだ

という話をしたと思いますけれども，私もそのとおりだと思っているので，冨山委員の意見

は採用していただきたいと思っております。 

  それから，あとはこの前提で，この報告書は当然英文訳をして対外的に発信しないといけ

ないというふうに思っています。日本という国の中にいると，ほとんどそのこと自体がもう

分かっていないと思うんですけれども，ほかの国に行ったら英語とその国の言語でという，

情報公開では当たり前のことになっていまして，日本語と英語の併記というのは当然重要だ

と思いますので，今後の国際社会の発信の在り方から見たら英語で記載すべきだと，英語の

ものも運用すべきだと思いますし，英語で運用するということを考えたら，やはり弁護人立

会いが運用で開始するとか，それから早期に検討を開始するとかいった表現は絶対に必要に

なると思います。これは日本社会の中で，閉ざされた空間で日本語で発表するからそれでい

いと思っているわけであって，これを英語で発表するということになると，国際社会の中で

恥ずかしい報告書は出せないということになりますから，やはりそこはきっちり検討された

上で各委員には御判断いただきたいというふうに思っているし，法務省にも最後に修文する

際は，それをきちっと説明していただきたいたと思います。 
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  それから，次回の議論でよろしいかと思いますが，ホームページの公開については，ホー

ムページの公開方法に関する議論は次回した方がいいと思います。それは理由がありまして，

前回の検察在り方検討会議の議事録は全部抹消されています。２０１０年１１月から２０１

１年３月にかけての検討の結果なんですけれども，ところが２０００年に検討された警察刷

新会議のデータは警察庁においても，議事録も含めて公開されています。この違いが一体ど

こから出てくるのかと。私は警察に別に褒めるわけではないんですけれども，警察庁という

のは民間の立場に近い組織なので，比較的世論に対して柔軟に対処するという傾向が強いで

す。一方，検察庁は，我々法律家として自省をするところなんですけれども，やはり難しい

言葉でしゃべり，難しい言葉で検討し，ほとんど一般の社会から分からない議論を重ねると，

それは傾向として非常に強いと思います。やはりこれからの社会，そんなことにならないと

思うんですね，ＳＮＳで発信する社会ですので，分かりやすい言葉で発信し，それから情報

公開はきちっとし，隠すことをしないということはやっていただきたいと思いますので，２

０年保存している警察庁の保存の在り方と，１０年以内にもう削除してしまった検察庁の在

り方は，これ自体が聞く耳を持たないって，正にこの検察刷新会議の目的でもあるし，それ

から情報公開の在り方は，国際社会に対してどう広報するかという在り方に正に関わるので，

そこはできれば報告書にもきちっと書いてもらいたいし，議論もしていただきたいというふ

うに思っております。 

○鎌田座長 ありがとうございました。 

  本日も大変活発に様々な御意見をお出しいただき，御議論も頂きましたが，終了予定時刻

を１０分超過しておりますので，申し訳ありませんけれども，ここまでということにさせて

いただきたいと思います。 

  今後の進め方でありますけれども，本会議におきましては，本年７月以降，森前大臣から

示された３つの検討の柱に沿って議論を進めてまいりました。 

  非常に活発な御議論を頂き，今後の法務・検察の検討の素材となるべきたくさんの有意義

な御意見を頂くことができたと思います。 

  他方で，上川法務大臣からは，本会議で示された様々な意見を今後の法務・検察において

いかす観点から，できるだけ早期に議論の結果を，そしてそれも一本にまとまっていなくて

いい，様々な意見が記載されていることの方が将来の議論にとって有益であるという，こう

いう御示唆も頂戴したところでございます。 

  この会議で示された御意見を時機に後れることなく法務・検察に届ける観点から，できれ

ば年内に，この会議としての取りまとめができればと考えているところです。 

  そこで，今後，座長の責任におきまして，本日お示しした報告書（案）に，本日の御議論

を書き加えて，改訂版を作成し，できるだけ早く皆様のお手元にお届けして，次回の会議ま

でに，それに対する御意見をまとめる時間をしっかりと確保する，あるいは場合によっては，

そこでお返しいただいたものを盛り込んで修正をしていくという，こういうふうな手順を踏

んで，可能であれば，次回の会議において取りまとめを行えればなと思っているところです。 

  ただ，本日様々な形で御意見いただきましたし，恣意的拘禁作業部会の意見書をどう取り

込むかという，これもスタンスが相当違っているところもございますので，場合によっては

更に先に延びる可能性がないわけではありませんが，可能な限り次回で大筋がまとめられる

ような方針で進めたいと思っておりますけれども，いかがでしょうか。よろしいですか。 
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  ありがとうございました。 

  今申し上げましたように，報告書（案）の改訂版につきましても，十分に時間的な余裕の

ある形でお届けをしたいというふうに考えておりますので，よろしくお願いいたします。 

  今日頂いた御意見をできるだけ取り込んでいきたいと思っておりますけれども，ただ，こ

れもまた物議を醸してしまうようなことを最後に言わない方がいいと思いますが，ヒアリン

グをやるかどうかということが，この会議のテーマの１つとして報告書（案）に載ることが

いいかどうかについては少し検討させてください。むしろそれよりも，この後に開かれる会

議体の中で，そういうものをしっかりやっていただく方が私は重要だというふうに思ってお

りますので，その点は少し検討させていただければと思います。 

○後藤委員 すみません，ちょっとコメントをしてもいいですか。 

○鎌田座長 はい。 

○後藤委員 発言の時機が後れてしまいましたが，なるべく次回にまとめたいという座長のお

考えは理解しました。けれども，それも次回どれくらいすんなり最終案がまとまるかに関わ

るので，そこは柔軟にお考えいただきたいと思います。 

○鎌田座長 はい。そこは，そのつもりでおります。 

○紀藤副座長 紀藤も後藤委員と同じ意見ですけれども，さきの井上委員の乱暴というのはち

ょっと私はすごく違和感を感じていて，むしろきちっと聞かないで意見を取りまとめること

の方が，むしろ乱暴な感じがするんですよね。つまり弁護人立会いってこれだけ議論になっ

たわけですから，さあ，立会いについてどの程度の範囲かということは議論した上で，それ

で採用しないというなら分かるんですけれども，それもやらないでおいて，それを乱暴と言

われると，むしろその御意見，やらないことの方が乱暴のような，私は感触を受けます。弁

護人立会いは正に一般社会の中の，国際社会の中の先進国のルールの１つになっているわけ

であって，それを３回ぐらい議論すればまとまると私は思っておりますので，そこはきちっ

と議論した上で，それでも採用しないという，採用したくないということであれば，それは

それで１つの御意見かと思いますけれども，何も質疑されていないから乱暴だと言われると，

それは質疑しない方が乱暴だと私は思っておりますし，そういうふうに思います。 

  それから，今回，ゴーン被告の逃亡に関する国連の意見書が出されて，その意見書の内容

に関してまだ質疑は私は残っていると思いますし，ここ２週間，年内にはまとめるという話

もありましたが，仮にその間にまた動きがあれば，そこは質疑をしないといけないところだ

というふうに思いますし，私の先ほどの意見で，７月から１２月まで法務省は具体的な改革

として何をしていたのかというふうなところも，スピード感ということであればとても重要

なことだろうと思います。我々が意見を言わなくても，自ら改善すべきところはたくさんあ

るわけであって，この５か月間に何をしていたのかというのは非常に関心があるんですけれ

ども，その説明もなかったと今日は把握しております。私が取りあえず，議事録の関係があ

るので私の意見として加えておきます。 

○山本副座長 よろしいですか。 

○鎌田座長 はい。 

○山本副座長 私は今のことに揚げ足を取るつもりはありませんが，３回議論すればまとまる

というような状況を，今までの御議論を伺っていて，私には到底そうは思えません。先ほど

座長が言われたように，やはりできるだけ迅速に会議の結論を法務大臣に届けるということ
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は非常に重要なことでありますし，また現在の報告書（案）でも，多様な立場の委員から，

多様な提案がされていて，それに基づいて法務省，検察において改革を検討していただく材

料は十分に提示できたというふうに思っておりますので，本会議の目的というのは基本的に

達成できているのではないかというのが私の認識でありまして，そういう意味では，最初に

座長が述べられた今後の進め方に基本的に賛成するものです。 

○紀藤副座長 今，山本先生が言ったのであえて反論しておきますけれども，揚げ足取りに揚

げ足取りをするという立場には私はありません。ですけれども，どんな理屈にも理屈で反論

できるということは当然あり得ると思いますので，今のは理屈で反論しておきたいんですけ

れども，もしスピード感を持って今の時点の報告書を上げるなら，正に法制審で議論された

ように，中間報告書を上げればいいんだと思います。現時点での中間報告書を上げた上で，

なお立会いに関しては適宜な議論をするということで，会議の方向性としてはあり得ると思

うんですね。ですので，法制審の新時代の刑事司法制度特別部会は正にそうしたわけであっ

て，中間報告を上げた上で，それがその後，きちっと質疑するのが３回か，５回なのか，１

０回なのかというのは，それはいろいろな立場があり得ると思いますけれども，手続的には

ほかの代替手段もあり得ると思いますので，今の御意見はちょっと私としては，それ自体が

違和感がある理屈だと思います。 

○鎌田座長 この調子でずっと議論が続くのかもしれませんが，あと３回でというのは一つの

御提案だと思うんですけれども，あと３回の議論で本当に弁護人立会いを制度化するのかど

うかを決定するのに適切な会議体なのかということも含めて考えると，むしろここは幅広い

分野の方々が集まって，今後の改革の大きな方向性を提示する。それに基づいて，それぞれ

の課題にふさわしい会議体で，しっかりとした詰めた議論をしていただくという方向性にし

ないと，この会議体としての役割を果たし切れないんじゃないかという認識が前提にあって，

このような取りまとめ案にすべきではないかということと，それから，いわゆる定年延長問

題等が社会的な問題になってからほぼ１０か月を過ぎているという，こういう状況の下で，

先ほどのような提案をさせていただいたところですけれども，次回までにまたそれぞれの委

員等の御意見も頂戴し，また次回の議論を踏まえて，本当に次回で一定のけりが付けられる

かどうかということの判断をさせていただければと思いますので，よろしくお願いいたしま

す。 

  そのようなことで，申し訳ありませんけれども，もう既に２０分も超過してしまいまして，

次の予定に支障のある方もいらっしゃるかと思いますので，今日のところはこれで終了とさ

せていただきます。 

  議事録につきましては，従来と同様に発言者名を明らかにした議事録をホームページ上に

公表するということでよろしいでしょうか。 

  ありがとうございました。 

  それでは，次回の会議の予定について事務局から説明してもらいます。 

○保坂事務局 次回の第９回会議は，１２月２４日木曜日，午後１時半から，大体３時頃まで

ということで予定させていただいてございます。その日程の詳細，方式等につきましては，

追ってこちらの方から御連絡させていただきます。 

○鎌田座長 時間も大幅に超過しましたし，しっかりと議論をまとめることができませんでし

たことを心よりおわび申し上げます。 
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  本日はどうもありがとうございました。 

 

 


